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序序序序                    文文文文 

    

近年、わが国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力への期待が高まるとともに、

日本国内でも科学技術に関する外交の強化や科学技術協力における ODA 活用の必要性・重要性

が謳われています。このような状況を受けて、2008 年（平成 20 年）度より「地球規模対応国際

科学技術協力プログラム」事業が新設されました。本事業は、環境・エネルギー、防災及び感染

症等の分野において、わが国と開発途上国の共同での技術の開発・応用や新しい知見の獲得を通

じて、わが国の科学技術力向上とともに、途上国側の研究能力向上を図ることを目的としていま

す。 

なお、本事業は、文部科学省、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）、外務省、独立行政

法人国際協力機構（JICA）の 4 機関が連携するものであり、国内での研究支援は JST が、開発途

上国に対する支援は JICA が行うこととなっています。 

日本国政府は、エジプト・アラブ共和国政府からの地球規模課題対応国際科学技術協力

（SATREPS）事業の要請に基づき、2009 年 6 月 1 日から 5 年 10 カ月間の予定で「ナイル流域に

おける食糧・燃料の持続的生産プロジェクト」を実施しています。 

今般、2015 年 3 月末のプロジェクト終了にあたり、当機構は、協力期間中の活動実績及び計画

に対する達成度の検証を行い、評価 5 項目の観点から評価を行うとともに、本協力の提言及び教

訓を抽出し、今後の対応方針を検討することなどを目的として、2015 年 1 月 10 日から同年 1 月

31 日にかけて、当機構国際協力専門員・佐藤武明を団長とする終了時評価調査団を派遣しました。

本報告書は、同調査団の調査及び協議結果を取りまとめたものであり、今後、広く関係者に活用

され、国際協力の推進に寄与することを願うものです。 

最後に、本調査の実施にあたりご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の

意を表します。 

 

平成 27 年 11 月 

 

独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構    

農村開発部長 北中北中北中北中    真人真人真人真人    
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終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表（（（（和文和文和文和文）））） 

１．案件の概要 

国名：エジプト･アラブ共和国 案件名：ナイル流域における食糧・燃料の持続的生産プロジ

ェクト 

分野：農業･農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト（地球規模課題に対応する

科学技術協力） 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：4 億円 

協力期間 

（R/D）：2009 年 6 月～2014 年 6

月 

（延長 R/D）2009 年 6 月～2015

年 3 月（5 年 10 カ月） 

先方関係機関：カイロ大学（CU）農学部、国立水資源研究セ

ンター（NWRC）、農業研究センター（ARC） 

日本側協力機関：筑波大学、鳥取大学 

他の関連協力：技術協力「水管理改善プロジェクト・フェー

ズ 2（WMIP2）」、技術協力「水管理移管強化プロジェクト

（SWMT）」 

１－１ 協力の背景と概要 

エジプト・アラブ共和国（以下「エジプト」という。）では、急激な人口増加（年率 2％）に

対応するため、食糧生産の増大と農業分野での雇用の拡大が重要な開発課題として挙げられて

いる。しかし、主要な農業地域であるナイルデルタ地域での農業生産量は限界に達していると

考えられることに加え、同地域内で新たに農地を開発する余地は少ない。一方、同国の水資源

の大部分を賄うナイル川からの取水はスーダンとの二国間の協定により年間 555億 tに制限され

ていること、エジプトの年間降水量が 25 ㎜程度（カイロ）であることから新たな水資源の開発

も困難である。このため同国は、ナイルデルタ周辺の砂漠地域に灌漑農地を拡大し、食糧生産

の増大を図ろうとしている。また、農業セクターでは就業人口の 3 割を抱え、その多くが小規

模農地で貧困層であることから、これら周辺地域への新たな農地の開発・拡大を通じて、就業

人口の増加に対応するとともに、農民の収入の増加を図ろうとしている。 

エジプトの「第 6 次国家社会経済開発計画」（2007 年 8 月～2011 年 12 月）においては、新た

な農地の拡大を通じた農業・灌漑開発が優先分野に挙げられているが、同計画や 2017 年を目標

年に掲げる「国家水資源計画（National Water Resources Plan。以下「NWRP」という。）」の施策

は具体性に乏しい。このため、アスワンハイダムの建設により洪水が排除されたあとの塩類集

積による土壌への影響、塩類集積回避のために埋設された暗渠排水の効果、流域水収支や塩収

支、食用作物の栽培に利用できていない排水の再利用の可能性等を把握したうえで、農業用水

の有効利用を図るための包括的かつ具体的な水管理の方策を示す必要があり、大学等の研究機

関がデータや知見に基づいて現状を分析し、改善策を提示することが求められている。このよ

うな背景の下、ナイルデルタ地域における節水的な水管理の方策を示す目的でエジプト政府は

わが国に対して地球規模対応国際科学技術協力（Science and Technology Research Partnership for 

Sustainable Development。以下「SATREPS」という。）プログラムの実施要請を行った。これを

受けて、日本側は 2009 年 6 月から 5 年 10 カ月間の予定で本プロジェクトを実施しており、こ

れまで、「水・塩収支」「水管理」「土壌の肥沃性」「食糧・燃料作物生産」の 4 研究グループご

とに、関連分野における共同研究が進められるとともに、エジプト側研究者への技術移転が行 



 

ii 

われてきた。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、アスワンハイダム建設から 50 年以上経ったナイルデルタ地域の農業の現

状を把握するとともに、現在の水資源環境の下でのエジプトの持続的発展に向けて同地域にお

ける節水の実現可能性と効率的かつ持続的な灌漑・農業の将来像を検討、提言することを目的

に日本側（筑波大学、鳥取大学）とエジプト側〔カイロ大学（Cairo University。以下「CU」と

いう。）農学部、国立水資源研究センター（National Water Research Center。以下「NWRC」とい

う。）、農業研究センター（Agricultural Research Center。以下「ARC」という。）〕が共同研究を実

施してきたもの。 

（1）上位目標 

社会経済開発 5 カ年計画、NWRP 及び国家農業生産計画に記載されている農業生産の増

大と雇用機会の拡大に貢献する。 

 

（2）プロジェクト目標 

急激な人口増加に対応するナイルデルタ地域での農業分野の水利用の高度化を図りなが

ら、農業生産の効率化と持続性の確保を実現するための方策を示す。 

 

（3）成 果

i 

成果 1：ナイルデルタの各種条件下での水及び塩の収支に係る諸条件が明らかになる 

成果 2：用水路レベルでの水配分及び水管理の合理化の方策が提示される 

成果 3：圃場の塩害防止の方策が提示される 

成果 4：適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示される 

 

（4）投 入（評価時点） 

日本側 総投入額 4 億円 

研究者のエジプトへの派遣：18 名 

長期専門家の派遣：業務調整 3 名 

研修員受入（本邦）：21 名 

供与機材：1 億 4,712 万 3,762 円 

在外強化費：6,620 万 55 円 

 

エジプト側 カウンターパート（Counterpart Personal。以下「C/P」という。）（研究者）：

73 名 

土地施設提供、執務室・実験室貸与 

現地活動費：205 万 1,136 円 

                                                        
i 本プロジェクトのマスタープラン（Master Plan。以下「MP」という。）（PDM の替わりに作成したもの）では「アウトプット」とし

ているが、本報告書文中では通常のログフレームと同様に「成果」を用いた。そのため調査団、プロジェクト等で作成した付属資料

については「アウトプット」と標記されている。 
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２．評価調査団の概要 

＜日本側評価団＞ 

佐藤 武明 団長/総括 JICA 国際協力専門員 

東 太郎 協力企画 JICA 農村開発部 農業・農村開発第一グループ 第二チーム 

企画役 

小笠原 暁 評価分析 株式会社 VSOC 事業部 コンサルタント 

（日本側評価団同行者） 

井上 孝太郎 科学技術評価 国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）
ii
上席フェロー

（SATREPS）/研究主幹 

高橋 美穂 科学技術評価 JST 地球規模課題国際協力室 調査員 

佐藤 政良 研究代表 筑波大学 名誉教授 

 

＜エジプト側評価団＞ 

Prof. Abd El Alim Metwally 総括 CU 農学部 教授 

Prof. Mohamed Fahmy Hussein 団員 CU 農学部 土壌科学 教授 

Prof. Mohamed Lotfy Yousef Nasr 団員 NWRC, Water Management 水管理研究所（WMRI）

水経済教授 

Dr. Mohamed El Kholy 団員 ACR、土壌・水・管理研究所（SWERI）准教授 

 

調査期間 2015 年 1 月 10〜31 日 評価種類：終了時評価調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

＜成果 1＞ 達成されている 

パイロットサイトにおける水及び塩の収支の動態、灌漑方式による蒸発散（Evapotranspiration。

以下「ET」という。）が量的に明らかにされ、長期間断灌漑

iii
に替わる灌漑方式として細溝

灌漑

iv
、ドリップ灌漑

v
の有効性が示された。また、設定された指標以外に、防風林の ET に

ついて樹高の 10 倍の平面距離に対して、ET が大幅に減少されることが示された。 

指標 1-1 長期間断灌漑が行われている試験圃場において、蒸散量及び蒸発量の変化が定

量化される、指標 1-2 節水栽培と慣行栽培における水利用効率（単位灌水量当たりの作物

収量）が定量的に比較される、指標 1-3 Casualina 及び Eucalyptus の防風林における間隙率

と ET 量減少との関係が定量化される、指標 1-4 パイロット用水・排水路において水塩動

態モデルが構築され、デルタ全域に適用される

vi
、のすべてが達成されている。 

 

 

                                                        

ii 2015 年 4 月に国立研究開発法人科学技術振興機構と名称変更。 
iii

 用水路の上端に位置する取水ゲートを一定期間通水、止水することにより通水量を制御する灌漑方式。 
iv

 畝の間にできる溝の幅を細くし、本数を減らすことで灌漑水量を減らす方法。 
v
 穴をあけたチューブやパイプに水を通し、そこから作物の根に少しずつ水を共有する方法。 

vi
 デルタ全体へのモデルの適用は活動計画の変更により行われなかった。 
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＜成果 2＞ 達成されている 

間断通水による取水時期の制限がある地区と、常時取水可能な水路近傍では、農家の行

動が異なることが示された。その結果に基づき、節水の実施方法として、通水時間は現状

のままとして水量を減らす方法と、水量を現状のままとして通水時間を減らす方法が示さ

れ、前者は下流部メスカに主に影響し、後者は相対的通水能力の小さいマルワ・メスカ

vii
に

主に影響することが示された。また、支線用水路における反復利用の実施については、節

水が下流部における排水再利用の頻度を上昇させるのに対して、上流部では影響がなく、

影響が下流部に集中することが明らかにされた。この分析結果に基づき、幹線水路の上流

部においても排水の反復利用を導入することが提案された。 

指標 2-1 パイロットメスカ・マルワにおいて、水位変化及びポンプによる取水頻度・取

水量のモニタリングデータが解析される、指標 2-2 マルワの水位変化とマルワの規模・農

家数・農地面積の相互関係に係る理論が構築される、指標 2-3 パイロットメスカ・マルワ

において、個別ポンプ及び共同ポンプについて、供給水当たりの燃費が比較される、指標

2-4 上の解明を前提に、水配分削減の方法による影響発現の仕方の違いが示される、はい

ずれも達成された。 

 

＜成果 3＞ 達成されている 

ナイルデルタにおける塩類集積のデータから、①全体としてデルタ上流から下流に向か

って塩類集積が進行していること、②上流部であっても、スポット的に集積土壌が存在す

ることが示された。その結果、塩類集積は、取水管理上の有利不利、排水の反復利用に関

係していることが示された。それに加え、稲作が有効な除塩効果があることを検証すると

ともに、耐塩性の強い作物の選定が有効であることを提示した。 

指標 3-1 デルタ中央部の水田及び畑地における塩類集積の空間的分布と集積塩類の特

徴が示される、指標 3-2 試験圃場において、暗渠排水の水位変化・流量変化・電気伝導度

（Electric Conductivity。以下「EC」という。）値が示される、指標 3-3 上記数値に基づく

暗渠排水の改善方法が提案される、指標 3-4 デルタ土壌の水・塩分・重金属等の移動特性

を表すパラメーターが特定される、指標 3-5 試験圃場において畑地が水田に転換された際

の水田耕作前後における塩分集積の比較値が示される、指標 3-6 排水を再利用した灌漑を

行っている試験圃場において、カルシウム施用（Gypsum）及び籾殻鋤き込みによる土壌改

良度（透水性、土壌物理性）が定量化される、指標 3-7 上記パラメーターに基づくシュミ

レーションモデルが試験圃場で構築され、同じ土壌条件下の地域で適用される、はいずれ

も達成された。 

 

＜成果 4＞おおむね達成されている 

導入の容易さと節水効果、収量増の観点から、将来的に有力な灌漑方法として細溝灌漑

が示された。他方で、細溝灌漑が適用可能な作物と、更に研究が必要な作物が存在するた

め、後者については更なる研究、技術開発が必要なことが提言された。 

指標 4-1 ポット苗栽培によって主要作物の耐塩性が定量化される、指標 4-2 用水管理

                                                        
vii

 エジプトで用いられる。それぞれ「三次水路」「圃場内水路」の呼称。 
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調査地区において年間の作付け体系（作目選択、播種時期・収穫時期）が示され、将来の

水供給予測に対応する作付け体系が提案される、指標 4-3 試験圃場において、灌漑方式ご

との作物収量及び品質が比較される、指標 4-4 試験圃場において、灌漑方式ごとの稲藁・

麦藁・トウモロコシ茎の飼料価が示され、より飼料価の高い飼料の生産方法が提案される

は達成されている。指標 4-5 灌漑量・栽植密度の違いによる油料作物収量及び生育の違い

が示され、適切な栽培方法が特定されるについてはおおむね達成されたが、燃料作物の異

なる灌漑水量、栽植密度における生産量の比較による各作物の最適灌漑水量、栽植密度の

分析については、2013、2014 年のデータを基に本プロジェクト終了までに解析作業を完了

する必要がある。 

 

＜プロジェクト目標の達成状況＞達成されている 

指標 1 圃場レベルにおいて、現行方式を含め、異なる節水方法（灌漑方式・間作）によ

る ET 量・作物収量の差異が比較される、指標 2 マルワ・メスカレベルにおいて、異なる

灌漑方法（水供給頻度）による農民の水管理行動と水の動態が解明され、節水的かつ適切

な水管理方法が示される、指標 3 パイロット排水路／ナイルデルタレベルにおいて用水反

復利用の方法が示される、指標 4 各レベルにおける節水方法・用水反復利用方法が比較検

討され、最適な節水・作付けオプションとその節水効果が示されており、プロジェクト目

標は達成されている。また、当初計画にはないが、これらの本プロジェクトの研究成果に

基づく政策提言・研究提言を策定し、プロジェクト終了までにエジプト側に提出するとと

もに、エジプト、日本で開催する終了時シンポジウムにて発表することが計画されている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

第 6 次国家社会経済開発計画のなかの長期農業開発戦略（2007 年）において「開発の持

続と環境保全のための配分と資源の活用の経済効率性の実現を通した毎年 3.9％の農業生産

の増加」が第一の戦略目標として掲げられている。また 2006 年に策定された NWRP（2006

～2017 年）においては、追加的な新たな水資源の開発、既存の水資源のより有効な活用、

健康と環境の保護の三つの柱からなっており、本プロジェクトのめざす「ナイルデルタ地

域での農業分野の水利用の高度化を図りながら、農業生産の効率化と持続性の確保を実現

するための方策」に合致している。またわが国の援助方針においても、「ナイルデルタ等の

水利用・農業生産の効率化、小農の所得向上支援」プログラムにおいて、デルタ地域では

特に水利用効率化を重点的に進め、効率的な水配分、水路の水質・環境改善、排水再利用

を総合的に推進するとされており、本プロジェクトは同方針に合致している。 

 

（2）有効性：高い 

各成果は達成されており、その結果としてプロジェクト目標も達成されている。各成果

は、プロジェクト目標である「ナイルデルタ地域の農業分野の水利用の高度化と農業生産

の効率化と持続性の確保を実現するための方策を示す」ためには必要な要件であることか

ら、成果とプロジェクト目標の間の論理関係も認められる。 
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（3）効率性：中程度 

日本側の投入（専門家派遣、供与機材、在外事業強化費、本邦研修）は、各研究分野に

対して必要な質、量（数）、及びタイミングで投入されておりおおむね適切であったと判断

された。研究内容に係る密なコミュニケーションをエジプト側と図るために、中間レビュ

ー時に提言された日本側研究者の長期派遣については日本側研究機関側の事情により実現

できなかったが、2013 年以降日本側の研究代表（プロジェクトマネジャー）の派遣期間を

延長することで対応し、エジプト側との円滑な調整を図った。2011 年 1 月以降エジプトで

発生した政変、同年 3 月に日本で発生した東日本大震災による日本側研究機関の被災によ

り、一時研究活動を実施できない時期があったため、2013 年 3 月にプロジェクト期間を 10

カ月延長することで対応した。このプロジェクト期間延長は、政変、自然災害（外部要因）

によるものであり、プロジェクトの効率性に起因するものではない。 

 

【プロジェクトの効率性に貢献した要因】 

1）灌漑用水の水質の土壌環境に与える影響を観測するためにアブシャン及びバハル・エ

ル・ヌール地区を研究サイトとして選定した。同地区は、過去に JICA の技術協力プロジ

ェクトが支援、改良した地域であり、既存の情報やデータを活用することができた。 

 

【プロジェクトの効率性に負の影響を与えた要因】 

1）研究機材の盗難が発生したことにより、観測活動の進捗へ影響を与えた。 

2）エジプト側の投入には、各研究分野の研究員がおおむね適切に配置されたが、研究員の

頻繁な交代がプロジェクトの円滑な進捗に影響を与えた。 

3）エジプト側の複数の研究機関（CU、ARC、NWRC）が連携して共同研究を実施したエジ

プトで初めてのケースであったが、プロジェクトの運営・管理に不可欠な研究機関間の

調整に予想以上の労力と時間を費やした。 

 

（4）インパクト：おおむね高い 

設定されている上位目標は多分に長期的な目標であるとともに、本プロジェクトによる

貢献以外にも、その他の広範な要因も含めて達成される性格のものであるため不確定要素

が多い。そのため、事後評価も含め上位目標を本プロジェクトの評価の対象とすることは

必ずしも適当ではない。他方で、本プロジェクト実施により主に、以下の正のインパクト

が認められた。 

1）研究成果を踏まえてエジプト政府に対する政策、研究提言がプロジェクト終了までに

策定される予定である。このような、科学的根拠に基づく提言が、今後の水資源計画や

開発計画等に反映され研究成果が具現化されることが期待される。 

2）プロジェクトで導入した ET システムによる Eddy Correlation（渦相関）が、エジプト

側の研究代表である Dr. Rushidi El-Kilani の下、2 名の CU 農学部の大学院生が修士論文に

着手しているとともに、CU 農学部のカリキュラムに ET システムによる Eddy Correlation

が新設された。 

3）研究成果を基に書籍「Irrigated Agriculture in Egypt－Past, present and future（2015 年 1 月

時点での仮の表題）」を出版予定であり、本プロジェクトによる研究成果が農業分野及び 
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他の関連分野に従事する人々にも広く一般に発信される。 

4）プロジェクト実施期間中にジャーナル 10 回、学会発表 6 回、口述発表 49 回、ポスタ

ープレゼンテーション 12 回が実施され、研究成果を外部に発信した。 

5）科学的な根拠に基づく水管理に係る知見が他の実施中の技術協力プロジェクト「水管

理移管強化プロジェクト（Project for Strengthening Water Management Transfer。以下

「SWMT」という。）」に提供され、プロジェクトの推進に貢献した。 

6）本プロジェクトで有効性が確認された細溝灌漑及び間作技術について、実施中の技術

協力プロジェクト「小規模農家の市場志向型農業改善プロジェクト」が関心を示してお

り、同プロジェクトによる試験圃場での試行が今後検討される予定である。 

7）本プロジェクトの実施により、エジプトの研究機関に科学的根拠に基づく意思決定シ

ステムが導入されつつある。 

なお、負のインパクトは観察されていない。 

 

（5）持続性：中程度 

＜政策面の持続性＞ 

上述の「妥当性」のとおり、研究結果に基づく実際の適用はエジプト政府の開発政策及び

水資源政策に合致しており、政策面の持続性は高い。 

 

＜組織面の持続性＞ 

プロジェクトの実施により CU、ARC、NWRC による共同研究実施体制が確立された。しか

し、プロジェクトによる支援なしに、研究継続のためにエジプト側でこの共同研究体制が継

続するかは不透明であり、組織面の持続性は中程度である。 

 

＜財政面の持続性＞ 

プロジェクト開始当初、運営費に係るエジプト側の負担がなされないことが問題となった

が、その後交通費、現地調査やデータ収集に必要な経費の一部負担がなされたことから、将

来、研究活動の継続に必要となる一定の経費は確保されると思われる。他方、プロジェクト

で供与した機材の維持管理費については新たに予算を措置する必要があるため、財政面の持

続性は中程度である。 

 

＜技術面の持続性＞ 

プロジェクトの研究成果は政策提言、研究提言によりエジプト国内で広く共有される予定

である。他方で、各研究機関内における、本プロジェクトにより習得した技術、分析技術、

機材の管理方法等について、プロジェクトに参加していなかった研究者に対する共有は限定

的であった。そのため技術面の持続性は中程度である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

なし。 
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（2）実施プロセスに関すること 

- 過去の技術協力プロジェクトが支援、改良した地域を研究のサイトとして選定することに

よる効率的な研究活動の実施。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

なし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

- 研究機材の盗難が発生したことによる観測活動の進捗への影響。 

- エジプト側研究員の頻繁な交代が円滑な研究活動の進捗に影響を与えた。 

- エジプト側の複数の研究機関（CU、ARC、NWRC）が連携して共同研究を実施したエジ

プトで初めてのケースであったため、プロジェクトの運営・管理に不可欠な研究機関間

の調整に予想以上の労力と時間を費やした 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトは終了時評価時点においておおむね円滑に実施されており、高い妥当性、有

効性、インパクト、中程度の効率性、持続性がみられたと評価された。またプロジェクト目標

は各成果の達成により、達成された。そのため、合同評価団は、当初予定どおり 2015 年 3 月に

プロジェクトが終了されるべきと結論する。 

 

３－６ 提 言 

（プロジェクト終了までの残りの期間において対応すべき事項） 

（1）完了していない活動の実施 

一部終了していない研究活動についてプロジェクト実施期間内に終了させる必要があ

る。具体的には、成果 4 における 2013、2014 年のデータを基にした燃料作物 5 種類の最適

灌漑水量、栽植密度の分析作業をプロジェクト終了までに完了させることが必要である。 

 

（2）政策、研究提言の策定と提出 

研究成果を基に政策提言、研究提言を策定中である。プロジェクト終了までに、エジプ

ト側関係機関との協議を踏まえて提言を完成させ、エジプト側関係機関に提出することが

必要である。 

 

（3）供与機材の適切な配置に必要な手続きの実施 

プロジェクトが供与した研究機材について、使用用途を踏まえた適切な研究機関への配

置に必要な手続きを完了させることが必要である。 

 

（プロジェクト終了後において対応すべき事項） 

（1）政策、研究提言の反映 

- 水資源・灌漑省（Ministry of Water Resources and Irrigation。以下「MWRI」という。）は、



 

ix 

プロジェクトが策定する政策提言をエジプトの新たな開発計画、セクターの開発戦略に

反映させるために必要な検討、手続きを実施することが必要である。 

- CU、ARC、NWRC はプロジェクトが提案した研究提言を研究計画・戦略に反映させ研究

を実施に移す検討、手続きを実施することが必要である。 

 

（2）研究の継続 

CU、ARC、NWRC は更に精緻かつ統計的にも有効なデータを収集し解析を可能にするた

めに、フィールドにおける実験を継続することが必要である。 

 

（3）機材管理体制の強化 

CU、ARC、NWRC は機材の運営管理を担当する職員を任命するとともに維持管理に必要

な十分な予算を確保することが必要である。 

 

（4）研究成果の発信 

CU、ARC、NWRC は、論文、ジャーナル、学会発表等により可能な限り本プロジェクト

の研究成果を外部に発表することが必要である。このような成果の外部への発表に関して

は 3 機関が協調して実施することが必要である。 

 

（5）エジプトと日本の研究機関間の連携の継続 

エジプト側の研究機関／研究者が研究を継続するにあたり、日本側研究機関／研究者は

可能な限り必要な支援が継続されることが期待される。 

 

３－７ 教 訓 

- 本プロジェクトは、3 研究機関（CU、ARC、NWRC）をエジプト側実施機関として実施さ

れたため、実施機関間の調整に多大な労力を要した。効率的なプロジェクト運営管理のた

めに、日本人専門家（研究者）の長期派遣、エジプト側 3 研究機関からプロジェクト調整

員を配置しプロジェクトの調整を図る仕組みを構築するなどの対応が有効であったと思わ

れる。 

- 本プロジェクトが扱う課題は広範な研究分野にわたっており、また研究成果を基に政策への

提言を行うにあたり、大学と関係省庁（農業土地開拓省、MWRI）傘下の研究 2 機関が連携

して共同研究を実施することは有効であった。エジプトにおいて複数の研究機関が同等な

立場で連携して共同研究を実施する初めてのケースであり、共同研究を実施する体制とし

てのモデルとなった。 

- 本プロジェクトはプロジェクト･デザイン･マトリックス（Project Design Matrix。以下「PDM」

という。）を作成せず、それに替わり MP〔上位目標、プロジェクト目標、成果（アウトプ

ット）及びそれらの指標を規定〕と Expected Output（4 研究分野ごとの研究活動）を活用し

てプロジェクトの進捗と達成度を管理していた。しかしながら、MP における各成果と

Expected Output の研究分野は必ずしも一致していなかった。プロジェクト活動は Expected 

Out の各研究分野の活動に沿って実施されたため、結果として研究活動によって生み出され

た各研究分野の研究成果が簡潔に MP の成果及びその指標に整合せず、MP をログフレーム
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とした評価を困難なものにした。そのため、PDM を作成しない場合においても、それに替

わるログフレームはプロジェクト目標、成果、活動の間の論理的な組み立てがなされると

ともに、実際の活動もそのログフレームに沿って実施されるように管理する必要があり、

実際の活動と乖離する場合には速やかにログフレームとの間の調整がなされることが望ま

しい。 

 

３－８ フォローアップ状況 

特になし。 
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終了時評価調査結果要約表（英文）終了時評価調査結果要約表（英文）終了時評価調査結果要約表（英文）終了時評価調査結果要約表（英文）    

I. Outline of the Project 

Country： Arab Republic of Egypt Project title：The Project for Sustainable Systems for Food and 

Bio-energy Production with Water-saving Irrigation in the 

Egyptian Nile Basin 

Issue/Sector：Agricultural and Rural Development Cooperation scheme：Technical Cooperation (SATREPS) 

Division in charge： Rural Development Department, Estimated Total Cost：400,301,000Yen 

Implementation Organizations in the Partner Country 

Cairo University (CU) 

Water Management Research Center (WMRC) 

Agriculture Research Center ( ARC) 

(R/D): June, 2009 ~ June, 2014 

(Amended R/D): 

June, 2009 ～March, 2015 

(Five years and ten month) 

Supporting Organization in Japan 

University of Tsukuba 

Tottori University 

 

Period of 

Cooperati

on 

 Related Cooperation: Water Management Improvement Project II 

(WMIP II), Strengthening for Water Management Transfer 

(SWMT) (Technical Cooperation) 

1. Background of the Project  

Due to the rapid population growth, averaging the annual increase as high as two percent per year, the Government 

of Egypt has set its national development goals focusing on expansion of employment opportunities in agriculture 

sector and increase in food production. However, Egypt is facing shortage of water resources and farmland. For 

instance, the agricultural production in the Nile Delta as a major agricultural area seems to have been already reached 

at the maximum of the productivity, and there is little space to develop new farmland in the area as well. In addition, it 

is difficult to develop new water resources since the amount of water intake from Nile River which covers most of the 

water resources is limited to 55.5billion tons by the bilateral agreement with Sudan. 

Under this circumstance, Egypt is trying to develop improved water management methods in order to expand 

irrigated neighboring desert area and to increase food production. This expansion of the farmland is expected to absorb 

increasing workforce into agricultural sector which includes 30% of the workforce, and incomes of small-scale poor 

farmers. 

While the Socio-Economic Development Five Year Plan (2007/8-2011/12) and National Water Resources Plan 

(NWRP) emphasize the agricultural and irrigation development for expansion of the farmland as priority more concrete 

measures are necessary to realize these policies. Therefore comprehensive and concrete measures for effective water 

use need to be proposed.   

Based on the conditions stated above, Government of Egypt has submitted a proposal for the joint research project, 

Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development (SATREPS), to the Government of Japan. 

This project, “Sustainable Systems for Food and Bio-Energy Production with Water-Saving Irrigation in the Egyptian 

Nile Basin” started in April 2009, and expected to propose the methods which realize efficient and sustainable 

agricultural production with efficient water management to respond to the above mentioned condition. 

 

2. Project Overview 

 The Project has been implemented as a joint research between Egyptian research Institutions (Faculty of Agriculture, 

Cairo University, National Water Research Center, and Agriculture Research Center), and Japanese Universities 

(Tuskuba University and Mie University), in order to propose the methods which realize efficient and sustainable 

agricultural production with efficient water management to response to the above mentioned condition as well as 

grasping the present situation in the Nile Delta after 50 years from the construction of Aswan high Dam. 

 

(1) Overall Goal  

To contribute to increasing agricultural production and to expanding employment opportunities, as stated in the 

Socio-Economic Development Five-Year Plan, the National Water Resource Plan and Agricultural Production Plan 

for Egypt 2017. 

(2) Project Purpose 

To propose the methods which realize efficient and sustainable agricultural production with efficient water 

management to respond the rapid population growth. 
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(3) Outputs 

(Output1) Evapotranspiration and salt/water balance in the Nile Delta are clarified. 

(Output2) An improved plan of irrigation management at the different canal levels in the Nile Delta is developed. 

(Output3) Methods for controlling salinity and fertility of soil are developed.  

(Output4) Appropriate crop production and irrigation management systems at the farm level are developed.  

 

(4) Inputs 

Japanese side：Total cost  400,301,000 Yen 

Expert 18 Experts 

Long Term Expert (Project Coordinator) 3 Experts 

Training in Japan  21 CPs 

Provision of  Equipment 147,123,762 Yen 

Operational Cost 66,200,055 Yen   

 

Egyptian side 

Counterparts (CPs)  73 C/Ps  

Provision of office space and laboratory and development of experimental farms 

Operational Cost Transportation fee and utilities (2,051,136 yen (a part of cost share form WMRI) 

 

II. Evaluation Team 

Members 

of 

Evaluation 

Team 

<Japanese Side> 

Mr. Takeaki 

SATO 
Leader Visiting Senior Advisor, JICA 

Mr. Taro 

AZUMA 
Evaluation Planning 

Advisor, Team 2, Agricultural and Rural 

Development G1, Rural Development Dep., JICA 

Mr. Akira 

OGASAWARA 

Evaluation & 

Analysis 

Consultant, VSOC Co., Ltd. 

(Observor> 

Dr. Kotaro 

INOUE  

Science and 

Technology 

(Evaluation) 

Principal Fellow/ Programme Officer, Japan 

Science and Technology Agency (JST) 

Ms. Miho 

TAKAHASHI 

Science and 

Technology 

(Evaluation) 

Assistant Programme Officer, JST 

<Egyptian Side> 

Prof. Abd El 

Alim Metwally 

Leader Professor of Agronomy, Faculty of Agriculture, 

Cairo University (CU) 

Prof. Mohamed 

Fahmy Hussein 

Member Professor, Soil Science Department, Faculty of 

Agriculture Cairo University (CU) 

Prof. Mohamed 

Lotfy Yousef 

Nasr 

Member Professor of Water Economics, Water Management 

Research Institute (WMRI) 

Dr. Mohamed 

El Kholy 

Member Associate Professor, Environment Deportment, 

Soil, Water and Environment Research Institute 

(SWERI)  
Period of 

Evaluation 
2015/ 1/10〜1/31 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 

III. Results of Evaluation 
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3. Outline of the Result of Evaluation 

3-1. Achievement of Outputs and Project Purpose 

<Output 1> Achieved 

The water and salt balance in the pilot drainage site and quantitative values of evapotranspiration (ET) of each 

irrigation method were clarified, and the strip irrigation, drip irrigation instead of extended irrigation interval method 

are proposed. In addition, other than the indicators, the Project found out that the ET value was decreased remarkably 

over the horizontal distance of 10 times the wind break tree height.  

Indicator 1-1. Fluctuation of transpiration and evaporation by using the eddy correlation system from the field under 

the long-interval irrigation treatments is quantified and agreed with the previous studies, Indicator 1-2.The water use 

efficiency (yield per unit water) in conventional and proposed water saving irrigations is quantitatively compared, 

Indicator 1-3 The relation between windbreak porosity and reduction of evapotranspiration is quantified for Casualina 

and Eucalypts trees, Indicator 1-4 The water/salt balance model for canal/drain command area is developed and 

extended to the delta area, are achieved. 

 

<Output 2> Achieved 

The Project found out that there was a clear difference in farmers’ behavior between areas where a limited water 

intake time by rotation irrigation was observed and areas near to canals where farmers could take irrigation water at all 

time. Along with the findings, two possible methods for the implementation of water saving were considered; 1) to 

reduce irrigation time with leaving amount of irrigation water as it is, and 2) to reduce amount of irrigation water with 

leaving irrigation time as it is. Furthermore, it was revealed that water saving would increase the rate and frequency of 

recycling drainage water in downstream areas, while it would not affect upstream areas and thus effects of water saving 

was concentrated on downstream areas. Based on this analysis, the Project proposed intensified water recycling in the 

upstream part of the main irrigation canal as well. 

Indicator 2-1 Analysis of monitoring data on fluctuations of water levels, frequency of pumping and pumping volume 

at the pilot Marwa/Meska is presented, Indicator 2-2 Interaction of observed fluctuations above with the capacity of 

Marwa, the number of farmer and area of farmland is identified, Indicator 2-3 Fuel efficiency for traditional pumping 

and improved pumping methods at the pilot Marwa/Meska is quantified, Indicator 2-4 Impacts of water saving options 

at the branch canal level are assessed under different scenarios by using the results above, are achieved. 

 

<Output 3> Achieved 

The Project obtained the relevant document on the current situation of salt accumulation in soil and found out that 

(1) salt accumulation in downstream area is more intensified than in upstream area in the delta, (2) salt accumulation 

was also observed in some areas scattered in upstream of the delta. The Project has presented the understanding that all 

such salt accumulation is related to water intake management situation of farmers and drainage water reuse. So as to 

leach the salt, rice cultivation is clarified as an effective method in the delta. The Project also proposes that selecting 

cultivars with salt-tolerant properties is also one of the keys to overcome this issue. 

Indicator 3-1 Monitoring data on distribution and intensity of salt accumulation at paddy and non-paddy fields in the 

mid-delta are analyzed and compared with previous studies, Indicator 3-2 Monitoring data on spatial distribution and 

temporal fluctuation of ground water level, flow and EC value of the tile drainage of the pilot fields are analyzed, 

Indicator 3-3 Methods of improving tile drainage to control salinity are investigated, Indicator 3-4 Parameters for 

water, salt, heavy metals and other contaminants movement in soils at the experimental field are identified, Indicator 

3-5 Decrease of salinity level after using farmland as paddy field is quantified, Indicator 3-6 Water permeability and 

physical parameters of soils with the application of calcium sulfate (Gypsum) and organic matter in crop fields is 

quantified, Indicator 3-7 A simulation model of water, salt, heavy metals and other contaminants movement in soils at 

the experimental field is developed and extended to delta areas of similar soils, are achieved. 

 

<Output 4> Mostly Achieved 

 Strip irrigation was proposed as an easily applicable and promising water saving method for the future. It shows a 

good aspect of higher yield as well as water saving. However, it has some non-applicable crops for strip irrigation, such 

as Egyptian clover. For non-applicable crops, further technical developments based on the principle of avoiding water 

logging and water saving are recommended. 

Indicator 4-1 Salt tolerance of cultivated varieties of major crops is quantified by using both pot (and lysimeter) 

experiment(s), Indicator 4-2 Appropriate cropping pattern corresponding to the future water availability is proposed 

based on survey data on cropping pattern at the target area, Indicator 4-3 Crop yield and quality under different 

irrigation treatments are identified, Indicator 4-4 Feed value of straws (rice, wheat, maize) grown under different 

irrigation treatments is measured and an appropriate feeding design is developed, are achieved except 
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measuring yield of different bio-fuel crops under different conditions, which will be finalized by the end of the 

Project. 

 

<Project Purpose> Achieved (at the end of the Project) 

Indicator 1 Difference of evapotranspiration and crop yield under conventional and different water saving irrigation 

treatments is quantified, Indicator 2 An optimal water saving irrigation treatment is identified at the Marwa/Meska 

level by clarifying water management approaches, including water management scheduling, under different irrigation 

treatments, Indicator 3 An optimal method for the reuse of drainage water is identified in the middle delta, and 

indicator 4 Optimal cropping patterns are identified according to available water resources, are achieved. 

The Project has already developed a policy and research recommendation based on the achievement of the Project, 

and will submit to Egyptian side as well as having presentation at the occasion of the final symposiums which will be 

held in March 2015 both in Egypt and Japan to introduce the recommendations and to disseminate the achievement of 

the Project.  

 

3.2. Summary of Review Results 

(1) Relevance 

The relevance of the Project is high since the Project is highly consistent with the Egyptian development plan and 

sector strategy, and Japanese aid policy. The Sixth Five-year Socio-economic Development Plan (2007-2012) is the 

primary development plan formulated by the government of Egypt. In the Plan, Long-term Agricultural Development 

Strategy (2007) aims at “increasing agricultural production by 3.9 % annually through achieving economic efficiency 

in allocation and use of resources to sustain development and protect the environment” as the first objective. The 

National Water Resources Plan (NWRP) (2006-2017) was also formulated in October 2006, with the coherent strategy 

consisting of the following three basic pillars; developing additional new water resources, making better use of existing 

water resources, and protecting health and environment. 

Country Assistance Program for Egypt of the government of Japan formulated in June 2008, it states that Japan will 

provide strategic assistance to Egypt with “ Poverty Reduction and Improvement of Living Standard” emphasizing on 

development of agriculture and rural communities. 

 

(2) Effectiveness 

Effectiveness of the Project is high. The outputs are expected to be achieved by the end of the Project, then the project 

purpose also is expected to be achieved accordingly. Achievement level of each output is satisfactory as described in 

“3.1 Output.” Logical sequence of the relationship between output 1, 2, 3 and 4 and the project purpose is strong 

enough since (i) clarification of evapotranspiration and salt/water balance, (ii) development of an improved plan of 

irrigation management, (iii) development of methods for controlling salinity and fertility of soil and (iv) development 

of appropriate crop production and irrigation management systems are indispensable to making proposal of the 

methods to realize efficient and sustainable agricultural production with efficient water management.  

 

(3) Efficiency 

The efficiency of the Project is moderate. With regards to quality and quantity of input from the Japanese side such as 

dispatch of experts, provision of equipment, operational cost and trainings in Japan are relatively appropriate. Modality 

of Japanese expert dispatch, long-term researchers could not be dispatched. After the political change in June 2013, the 

Project attempted to promote smooth coordination of the Project by expanding the dispatch periods of the Project 

Manager. With regards to quality and quantity of input from the Egyptian side, Egyptian researchers who specialize in 

various research fields are appropriately assigned. Frequent changes in assignment of Egyptian researchers negatively 

affected to the efficiency of the Project activities.  

[Promoting factors] 

- The Project selected study sites of Abshan and Bahr El Nour to evaluate the effects of irrigation water quality on 

several soil properties. Bahr El Nour was a site developed by a Japanese technical cooperation project, which 

contributed to the efficiency of the Project. 

[Inhibiting factors] 

- Interruption and delay of some project activities caused by temporal unstable situation 

- Frequent changes in assignment of researcher from Egyptian side. 
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(4) Impact  

- The impact of the Project is relatively high. The overall goal of the Project is set with a considerable longer-term 

perspective than assumed. In addition to that, it is still uncertain that the overall goal will be achieved three to five 

years after the termination of the Project since it is considered to be achieved by broader  factors/conditions 

including the contribution of the Project. From this perspective, it is not appropriate the overall goal is targeted to be 

evaluated on the ex post evaluation. Besides that, the following impacts were observed by the implementation of the 

Project. 

� The Project is drafting policy and research recommendations to the Egyptian Government based on the 

research results. The recommendations are expected to be important inputs for the incoming water resource 

development plan. 

� ET System for Eddy Correlation Method is already introduced to the curriculum of the Faculty of 

Agriculture of the Cairo University. Due to ET System for Eddy Correlation Method which is introduced by the 

Project, two master degree students from the Faculty of Agriculture at Cairo University started their theses, 

working with the Project Manager from the Egyptian side, Dr. Rushdi El-Kilani.  

� The Project is in the process of publishing a book “Irrigated Agriculture in Egypt- past, present and future 

(tentative title, as of 1 January 2015),” based on the outcomes of the project research activities, which is expected 

to promote awareness of people working in the field of agriculture and other related sectors.  

� The Project attempts to disseminate the research results in the form of journal article. A total of ten papers 

were already published. Six presentations in academic conferences, 49 oral presentations and 12 poster 

presentations were also made in academic opportunities during the project period.  

� Scientific clarification from the Project was highly useful for SWMT implementation on water management 

according to the Chief Advisor.  

� Improving Small Scale Farmers’ Market-Oriented Agriculture Project (ISMAP), JICA technical cooperation 

project in Egypt, is keen to demonstrate the intercropping and strip irrigation techniques and to practices 

experiments by the Project to target farmers. It is expected that the experiment results will be disseminated and 

practiced by farmers in the future. 

� The Project introduced the system for science-based decision-making in Egypt. 

- There is no concrete negative impact at the time of the terminal evaluation. 

 

(5) Sustainability 

The overall sustainability of the Project is moderate.  

(i) Political sustainability 

Political sustainability is high since the acceptance of social application is highly consistent with the strategies of 

the Egyptian government as mentioned in “Relevance” above. 

(ii) Organizational sustainability 

Organizational sustainability is moderate. Structure of implementation organizations (CU, NWRC and ARC) was 

established. However, it is not certain that this collaboration between three research institutions continues without 

supports from the Project. 

(iii) Financial sustainability 

Financial sustainability is moderate. There were some concerns particularly about cost sharing from the Egyptian 

side at the beginning of the Project. The Egyptian side shared some transportation cost for field surveys and data 

collection. In this regard, it is expected for them to bear the cost for research activities in the future. However, it is 

also necessary to secure the budget for O&M of the equipment that the Project provided. 

(iv) Technical sustainability 

Technical sustainability is moderate. It is expected that the research results on water and salt balance, water 

management, soil fertility and food and oil crop production will be shared through policy and research 

recommendation. However, within the counterpart organizations, they did not sufficiently share with research skills, 

techniques of data analysis, and management of provided research equipment to the other researchers who have not 

been involved with the Project. 

 

3.3. Factors that promoted or inhibited the achievement of the Project Purpose 

(1) Factors concerning to Planning 

- Nil. 

(2) Factors concerning to the Implementation Process  

- Use of a project site developed by a Japanese technical cooperation project for comparison survey on irrigation 

water quality 

 

3.4. Factors that impeded realization of effects 

(1) Factors concerning to Planning 

- Nil.  
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(2) Factors concerning to the Implementation Process 

- Interruption and delay of some project activities caused by temporal unstable situation  

- Frequent changes in assignment of researchers from Egyptian side 

- The Project is recognized as a pioneer project in cooperation among three research institutions, CU, NWRC, and 

ARC. As for the coordination of these institutions, it took more time and efforts among them and the Japanese experts 

than expected. 

 

3.5. Conclusion 

- The Project has been implemented relatively smoothly at the moment of the terminal evaluation with high relevance, 

effectiveness and impact, and moderate efficiency and sustainability. It is evaluated that the project purpose will be 

achieved at the end of the Project with satisfactory achievement level of outputs. Accordingly, the Evaluation Team 

concluded that it is appropriate to terminate the Project in March 2015 as scheduled. 

 

3.6. Recommendations 

(Recommendations for the Remaining Period of Project Implementation) 

(1) Completion of uncompleted analysis of research activities 

- (For the Project) In collaboration with counterpart organizations, the Project needs to complete some unfinished 

research analysis on bio-fuel crops for more accurate analysis based on the data during 2013-2014. 

 

(2) Finalizing policy and research recommendations  

- (For the Project) The Project is drafting policy and research recommendations and elaborating and revising it based 

on the discussions with Egyptian side. The Project needs to be sure of completing the recommendations and presenting 

them to the relevant ministries and research institutions. 

 

(3) Ownership transfer of provided equipment  

- (For the Project) The Project needs to complete necessary procedures so as to properly allocate equipment 

provided by the Project to each institution. 

 

(Recommendations after Termination of the Project) 

(1) Reflection of policy and research recommendations into relevant national plan and strategy  

- (For MWRI) The Ministry is recommended to attempt to reflect the policy recommendation into new development 

strategies and incoming sector strategies.  

- (For CU, NWRC, and ARC) They are recommended to attempt to reflect the research recommendation into future 

research plans/ strategies.  

 

(2) Continuation of research activities 

- (For CU, NWRC, and ARC) For more accurate statistical implications and more accurate analysis, they are 

recommended to consider conducting more experiments at the fields.  

 

(3) Strengthening implementation structure for equipment management  

- (For CU, NWRC, and ARC) They are recommended to appoint staff in charge of equipment management and to 

secure an enough budget for its operation and maintenance. 

 

(4) Dissemination of research results 

- (For CU, NWRC, and ARC) They are recommended to present research results of the Project as much as possible in 

the form of published papers, presentations in academic conferences, oral presentation and poster presentation. 

Furthermore, they are recommended to disseminate the research results to the field by collaboration between three 

research institutions.  

 

(5) Maintaining academic relationship between Japanese and Egyptian sides 

- (For Relevant universities and research institutions of Japanese side) Relevant universities and research institutions 

and/or researchers in Japan are recommended to continue their supports to the relevant Egyptian research institutions 

and/or researchers in order for them to continue their research activities.  

 

3.7. Lessons Learned 

-Since this Project has three research institutions in Egyptian side as counterparts, it required a lot of efforts for 

coordination between these institutions. For smooth management of the Project, long-term expert(s) (researcher(s)) 

should have been dispatched throughout the Project and coordination body among three counterpart organizations from 

the Egyptian side should have been organized.  
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- The Project formulated a basic structure for joint research in collaboration with CU, NWRC and ARC. 

Consequently, the Project is a good example of joint research-work between multi-disciplines in several institutions. 

 

3.8. Follow-up Situation 

-Nil. 

(end) 
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第１章第１章第１章第１章    終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要 

 

１－１ 背 景 

エジプト・アラブ共和国（以下「エジプト」という。）では、急激な人口増加（年率 2％）に対

応するため、食糧生産の増大と農業分野での雇用の拡大が主な開発課題として挙げられている。

しかし、主要な農業地域であるナイルデルタ地域での農業生産量は限界に達していると考えられ

ることに加え、同地域内で新たに農地を開発する余地は少ない。一方、同国の水資源の大部分を

賄うナイル川からの取水はスーダンとの二国間の協定により年間 555億 tに制限されていること、

エジプトの年間降水量が 25 ㎜程度（カイロ）であることから新たな水資源の開発も困難である。

このため同国は、ナイルデルタ周辺の砂漠地域に灌漑農地を拡大し、食糧生産の増大を図ろうと

している。また、農業セクターでは就業人口の 3 割を抱え、その多くが小規模農地で貧困層であ

ることから、これら周辺地域への新たな農地の開発・拡大を通じて、就業人口の増加に対応する

とともに、農民の収入の増加を図ろうとしている。 

エジプトの「第 6 次国家社会経済開発計画」（2007 年 8 月～2011 年 12 月）においては、新た

な農地の拡大を通じた農業・灌漑開発が優先分野に挙げられているが、同計画や 2017 年を目標

年に掲げる NWRP の施策は具体性に乏しい。このため、アスワンハイダムの建設により洪水が排

除されたあとの塩類集積による土壌への影響、塩類集積回避のために埋設された暗渠排水の効果、

流域水収支や塩収支、食用作物の栽培に利用できていない排水の再利用の可能性等を把握したう

えで、農業用水の有効利用を図るための包括的かつ具体的な水管理の方策を示す必要があり、大

学等の研究機関がデータや知見に基づいて現状を分析し、改善策を提示することが求められてい

る。 

このような背景の下、ナイルデルタ地域における節水的な水管理の方策を示す目的でエジプト

政府はわが国に対して SATREPS プロジェクトの実施要請を行った。これを受けて、日本側は 2009

年 6 月から 5 年 10 カ月間の予定で本プロジェクトを実施しており、これまで、「水・塩収支」「水

管理」「土壌の肥沃性」「食糧・燃料作物生産」の 4 研究グループごとに、関連分野における共同

研究が進められるとともに、エジプト側研究者への技術移転が行われてきた。 

 

１－２ 評価対象プロジェクトの概要 

協力期間 2009 年 6 月～2015 年 3 月（5 年 10 カ月間） 

（当初 2014 年 6 月までであったものを 10 カ月間延長） 

実施機関 日本側：筑波大学、鳥取大学 

エジプト側：CU 農学部、NWRC、ARC 

対象地域 エジプト 

上位目標 社会経済開発 5 カ年計画、NWRP 及び国家農業生産計画に記載されている農

業生産の増大と雇用機会の拡大に貢献する。 

プロジェク

ト目標 

急激な人口増加に対応するナイルデルタ地域での農業分野の水利用の高度

化を図りながら、農業生産の効率化と持続性の確保を実現するための方策を

示す。 
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成果 

 

1）ナイルデルタの各種条件下での水及び塩の収支に係る諸条件が明らかに

なる。 

2）用水路レベルでの水配分及び水管理の合理化の方策が提示される。 

3）圃場の塩害防止の方策が提示される。 

4）適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示され

る。 

 

プロジェクトの枠組みを示すために作成された文書がプロジェクト・マスタープランである。

プロジェクト・マスタープランは、プロジェクト開始前の 2009 年 5 月に作成され、討議議事録

（Record of Discussions。以下「R/D」という。）の添付書類として合意された。最新版のプロジェ

クト・マスタープランは、2012 年 3 月に実施された中間レビューの際に改訂されたものである。

今回の終了時評価調査では、この 2012 年 3 月に改訂され、2013 年 3 月の R/D 改訂時に合意され

ているプロジェクト・マスタープラン（付属資料 1）に基づいて実施された。 

 

１－３ 目 的 

終了時評価調査は、プロジェクト終了を 2015 年 3 月に控え、エジプト側と合同で以下の点を

目的として実施された。1）技術協力の開始から終了（調査時点）までの実績確認（活動、投入）、

実施プロセスの検証、2）プロジェクト目標と成果の達成状況、貢献要因・阻害要因の分析、3）

それらを踏まえた評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点に基づ

く総合的な評価、4）プロジェクト終了時までに行うべきこと、並びにプロジェクト終了後に先

方政府が行うべきことについての提言、5）類似プロジェクトのための教訓の抽出。 

 

１－４ 評価団の構成 

終了時評価は、日本側評価団とエジプト側評価団の合同評価団によって実施された。 

（1）日本側評価団 

日本側評価団は、以下の表に示す 3 名で構成された。そのほかに、国立研究開発法人科学

技術振興機構

1
（Japan Science and Technology Agency。以下「JST」という。）から 2 名、評価

対象プロジェクトの日本側研究代表 1 名が、オブザーバーとして参加した。 

氏名 担当分野 所属等 

佐藤 武明 団長／総括 独立行政法人国際協力機構（JICA）国際協力専門員 

東 太郎 協力企画 JICA 農村開発部 農業・農村開発第一グループ 第二

チーム企画役 

小笠原 暁 評価分析 株式会社 VSOC 事業部 コンサルタント 

 

  

                                                        

1 2015 年 4 月に国立研究開発法人科学技術振興機構と名称変更。 
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日本側評価団同行者 

井上 孝太郎 科学技術評価 JST 上席フェロー（SATREPS）/研究主幹 

高橋 美穂 科学技術評価 JST 地球規模課題国際協力室 調査員 

佐藤 政良 研究代表 筑波大学 名誉教授 

 

（2）エジプト側評価団員 

エジプト側評価団は、以下表に示す 4 名で構成された。 

氏名 担当分野 所属等 

Prof. Abd El Alim 

Metwally 

総括 CU 農学部 教授 

Prof. Mohamed 

Fahmy Hussein 

団員 CU 農学部 土壌科学科 教授 

Prof. Mohamed 

Lotfy Yousef Nasr 

団員 NWRC Water Management 

水管理研究所（WMRI）水経済教授 

Dr. Mohamed El 

Kholy 

団員 ARC、土壌・水・環境研究所（SWERI）准教授 

 

１－５ 調査日程 

エジプトでの現地調査は 2015 年 1 月 10～31 日の間に実地された。調査日程は以下のとおり。 

月/日 曜日 作業工程 

1 月/11 日 日 カイロ着（評価分析団員） 

JICA エジプト事務所、プロジェクト業務調整専門家との打合せ 

1 月/12 日 月 エジプト側評価団との打合せ 

1 月/13 日 火 CU 農学部へのインタビュー（Project Advisor、C/P） 

1 月/14 日 水 NWRC へのインタビュー 

稲作研究研修センター（RRTC）へのインタビュー、サハ実験圃場視

察 

1 月/15 日 木 ARC、サハ実験圃場表敬及びインタビュー 

1 月/16 日 金 報告書作成 

1 月/17 日 土 報告書作成 

1 月/18 日 日 国家水資源研究センターへの表敬及びインタビュー 

国家水資源研究センター（Kanatel）へのインタビュー 

1 月/19 日 月 CU 農学部へのインタビュー 

カイロ着（総括／協力企画） 

JICA エジプト事務所との打合せ及び調査団内打合せ 
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1 月/20 日 火 ARC（ギザ）へのインタビュー 

土壌･水･環境研究所（Soil, Water and Environment Research Institute。以

下「SWERI」という。）へのインタビュー 

「水管理能力強化プロジェクト」チーフアドバイザーへのインタビュ

ー 

1 月/21 日 水 エジプト側評価団との打合せ 

プロジェクトマネジャー（CU 農学部長）との打合せ 

1 月/22 日 木 プロジェクト成果発表会（1） 

ARC へのインタビュー、実験圃場、プロジェクト実験施設視察 

1 月/23 日 金 報告書作成 

1 月/24 日 土 実験圃場（ザンカロン）視察（総括、協力企画） 

1 月/25 日 日 報告書作成 

1 月/26 日 月 プロジェクト成果発表会（2） 

調査団内打合せ 

1 月/27 日 火 プロジェクト成果発表会（3） 

MWRI 計画局長との打合せ 

1 月/28 日 水 水管理研究所（WMRI）へのインタビュー 

ARC との協議 

FCR へのインタビュー 

プロジェクトダイレクターとの打合せ 

1 月/29 日 木 合同評価委員会（合同評価レポートへの署名） 

第 12 回合同調整委員会（JCC） M/M 署名 

日本大使館、JICA エジプト事務所への報告 

1 月/30 日 金 カイロ発 
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第２章第２章第２章第２章    終了時評価調査の方法終了時評価調査の方法終了時評価調査の方法終了時評価調査の方法 

 

２－１ 終了時評価調査の枠組み 

SATREPS 案件は、JST による研究支援及び JICA による技術協力の連携により推進されている

技術協力プロジェクトであり、中間レビュー及び終了時評価においても JST 及び JICA が連携し

て実施している。JICA は、通常の技術協力プロジェクトと同様、「新 JICA 事業評価ガイドライ

ン第 1 版」に沿って、ODA 事業としての評価を行っており、2013 年 3 月に承認された英文版 MP

を基にプロジェクトの実績確認･評価を行った。（付属資料 1 を参照） 

一方、JST は地球規模課題解決に資する、科学技術の向上、科学技術政策及び社会への貢献な

どの観点から日本国内及び相手国を含めた国際共同研究全体の評価を実施

2
した。 

（1）技術協力プロジェクトと地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）の差異 

中間レビュー実施時とは異なり、本終了時評価調査においては、中間レビュー時に設定さ

れた英文版 MP の評価指標を基にプロジェクトの実績確認･評価を行った。Expected Output

は、各成果（アウトプット）の研究活動と位置づけられるが、評価に際してはあくまでも補

助的な位置づけとした。 

通常の技術協力プロジェクトと SATREPS の差異を下表に示したが、これらの差異にかん

がみ、本終了時評価では各成果の研究成果の達成状況とプロジェクト目標の達成状況との論

理関係に着目して評価を行った。 

 

技術協力プロジェクトと SATREPS の違い 

 活動 成果 

（アウトプット） 

プロジェクト 

目標 

活動/成果/プログラ

ム目標の関係 

通 常 の 技

術 協 力 プ

ロ ジ ェ ク

ト 

「計画を策定する」

「マニュアルを作

成する」「研修を実

施する」など、具体

的な行為が「活動」

として位置づけら

れる。 

「研修プログラム

が整備される」「技

術を習得する」な

ど、活動の結果とし

て発現する成果が

「成果」として位置

づけられる。 

「行政能力が強化

される」「灌漑基盤

が整備される」な

ど、複数の成果によ

ってもたらされる

効果が「プロジェク

ト目標」として位置

づけられる。 

活動が成果をもた

らし、複数の成果に

よってプロジェク

ト目標が達成され

るという直線的な

因果関係として位

置づけられる。 

  

                                                        
2
 「地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）」JST 終了時評価の実施要領（平成 24 年 8 月） 
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SATREPS 「排水路レベルで

の水と塩の動きを

解明する」「農民グ

ループ間の水配分

の実態を明らかに

する」など、個々の

研究目標（研究項

目 ） が 「 Expected 

Output（活動）2」と

して位置づけられ

ている。 

「水管理の合理化

の方策が提示され

る」「圃場の塩害防

止の方策が提示さ

れる」など、個々の

研究目標（研究項

目）を複数束ねた多

少上位に位置する

研究目標が「成果」

として位置づけら

れている。 

「水利用の高度化

を図りながら、農業

生産の効率化と持

続性の確保を実現

するための方策を

示す」と、各研究項

目に取り組んだ結

果 を 総 合 的 に 分

析・考察する研究目

標が「プロジェクト

目標」として位置づ

けられている。 

Expected Output と

いう個々の研究成

果はプロジェクト

目標達成に直接貢

献するが、両者の関

係は直線的にはな

らず、個々の成果が

重層的に体系立て

られ、総合的に考察

されることでプロ

ジェクト目標が達

成される。 

出所：エジプト「ナイル流域における食糧・燃料の持続的生産プロジェクト」中間レビュー調査 報告書 

 

２－２ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

評価設問は、プロジェクト目標と直接関連する「研究成果を反映させた農業生産の効率化と持

続性の確保を実現するための方策を示す」とする。詳細の評価の設問･必要なデータ・評価指標

は評価グリッドに示した（付属資料 2 を参照）とおり。 

 

２－３ 終了時評価調査の手順 

本終了時評価調査のデータ収集･分析方法を以下のとおり、終了時評価調査の手順として示す。

資料のレビュー、関係者への質問票とインタビュー、現地調査により収集したデータを基に、実

施プロセス、達成度、評価 5 項目による分析･評価を行った。 

（1）データ/情報収集：研究活動、農業セクターに関するデータ/情報を資料レビュー、関係者

へのインタビュー/質問票調査、実地踏査を通して収集する。 

（2）プロジェクト実績の確認：データ／情報収集、現地調査をとおしてプロジェクト活動の進

捗を確認する。これらの結果を基に成果とプロジェクト目標の達成度を MP の評価指標に基

づいて評価する。 

（3）実施プロセスの確認：プロジェクトの実施プロセス（実施体制、関係者間のコミュニケー

ション、技術移転状況等）を確認し、プロジェクト活動が計画どおりに実施されているかを

確認する。加えて、プロジェクトの実施プロセス等に影響を及ぼしている促進要因、阻害要

因を特定する。 

（4）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）による案件の評価：プロジ

ェクトの実績と実施プロセスを基に、評価 5 項目に基づく分析及び評価を行う。（それぞれ

の定義は 7 ページの表を参照） 
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評価 5 項目の定義 （中間レビュー時に採用した定義） 

1）妥当性 プロジェクトのめざす効果（プロジェクト目標）が受益者のニーズに合

致しているか、エジプト・日本の政策と整合性をもっているか、プロジ

ェクトのデザインは効果発現の手段として適切か、という観点から検討

する。 

2）有効性 各研究項目が産出している研究成果は、プロジェクト目標達成に資する

知見となっているか、または、達成に向け重要な示唆を与えているか、

という観点から検討する。 

3）効率性 投入は着実に研究成果の産出に結びついているか、投入のタイミング・

質・量は妥当であったか、という観点から検討する。 

4）インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果について、当初予

期しなかった効果も含め検討する。 

5）持続性 プロジェクト終了後、研究実施過程で用いられた機材・方法論及び研究

成果がエジプト側研究者によって維持・利用されていく見込みはあるか

という点について、政策・制度・組織･財政・技術的な観点から検討する。 

 

（5）提言・教訓の策定：プロジェクトの評価結果から提言･教訓を策定する。 

 

２－４ 評価調査の制約・限界 

評価対象プロジェクトでは、PDM を作成する替わりに MP を作成しており、評価にあたっては

以下の制約・限界が生じた。MP は成果（アウトプット）→プロジェクト目標→上位目標のログ

フレームが設定されているが、成果の達成に関連する各研究活動は Expected Output で設定されて

いるとおり 4 研究グループ（水・塩収支、水管理、土壌の肥沃性、食糧・燃料作物生産）の研究

活動として実施されている。Expected Output の各研究グループ下の研究活動が MP の各成果（ア

ウトプット）に必ずしも結びついていないため、各研究グループの研究活動の成果が MP の各成

果の達成に結びつかない場合があった。 

� 各研究項目（活動）が成果（アウトプット）に直線的に結びついていない（研究項目が明

確に一つの成果に付属していない） 

� 上位目標に対する指標が設定されていないため、上位目標の達成見込みは、定性的な評価

にとどまった。 

� 上位目標達成にはプロジェクト目標の達成以外にも論理的に不確実な要因があり、本終了

時評価調査では、上位目標の達成見込みは、定性的な評価に頼ることとなった。 
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第３章第３章第３章第３章    プロジェクトの実績と実施のプロセスプロジェクトの実績と実施のプロセスプロジェクトの実績と実施のプロセスプロジェクトの実績と実施のプロセス 

 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側 

（1）専門家の派遣 

筑波大学、鳥取大学、東京大学、三重大学から合計で 18 名

3
の専門家（短期派遣の研究

員で派遣分野は、プロジェクトマネジャー、水・塩収支、水管理、土壌、作物生産及びバ

イオエネルギー）、及び 3 名の長期専門家（業務調整）がプロジェクト開始の 2009 年 6 月

9 日以来派遣されている。長期専門家、短期専門家の人月（Man Month。以下「MM」とい

う。）はそれぞれ 64.57MM、95.50MM であった。本プロジェクトは、長期専門家として業

務調整員を派遣して日々の業務管理・調整にあたり、特定の専門性を有した研究者が短期

専門家として派遣され、CU、ARC、NWRC の研究者と共同研究を実施するとともに研究

スキルの技術移転を行った。派遣専門家のリストは付属資料 2 の Annex3 のとおり。 

 

（2）機材の供与 

プロジェクト活動に必要な機材が供与機材として供与され、その総額は 1 億 2,663 万

8,011 円及び 151 万 7,463 エジプトポンド（Egyptian Pound。以下「EGP」という。）であっ

た。供与機材の詳細は付属資料 2 の Annex3 のとおり。日本円での合計は、1 億 4,712 万

3,762 円

4
となる。 

 

（3）在外事業強化費の負担 

付属資料 2 の Annex4 のとおり、日本側の在外事業強化費の負担額は、482 万 7,730.73 EGP

であり、在外事業強化費から支出された。日本円では 6,620 万 55 円

5
となる。 

 

（4）本邦研修 

合計で 21 名の研修員が選定され、日本の筑波大学が主催する本邦研修に参加した。そ

の内容としては、キックオフミーティングへの参加、水･塩収支、土壌、家畜、バイオ燃

料、作物等の実験･研究であった。エジプト側の参加者の詳細は付属資料 2 の Annex4 の「4. 

Training in Japan」のとおり。 

 

３－１－２ エジプト側の投入 

（1）カウンターパート（C/P）の配置 

付属資料 2 の Annex4 のとおり、合計で 73 名の C/P を配置した。現在は、15 名の研究

者が C/P としてプロジェクト活動に従事している。 

  

                                                        
3
 専門家に加えて、筑波大学から 32 名の学生が JST の予算で派遣され、データ収集、情報収集等の現地での業務を行うとと

もに、自身の研究に取り組んだ。 

4
 適用為替レートは、プロジェクトチームが業務費換算の際に適用している為替レートを使用し計算した。2014 年度分は 14

円/EGP とした。 

5
 適用為替レートは、13.5 円/EGP とした。この値は、プロジェクトチームが業務費換算の際に適用している為替レートを単

純平均して適用した。  
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（2）施設と機材の提供 

エジプト側から供与された施設と機材は、CU、ARC 等における事務設備、事務スペー

ス等である。詳細は、付属資料 2 の Annex4 のとおり。 

 

（3）業務費の負担 

C/P 機関は、一部の業務費を負担している。具体的には、CU はプロジェクトの運転手の

基本給を負担しており、水管理研究所（Water Management Research Institute。以下「WMRI」

という。）はザンカロン実験圃場の実験にかかる経費を予定どおりの予算に基づいて負担

し、ARC は 2013 年の夏期からサハ実験圃場の研究経費を負担している。2010～2014 年の

間の WMRI のザンカロン実験圃場の実験にかかる経費の負担額の合計は 15 万 1,936 EGP

であった。それ以外の負担額の金額は不明である。 

エジプト側の業務費の負担金額の詳細は、付属資料 2 の Annex4 及び「4. Cost Sharing from 

WMRI」のとおり。 

 

３－２ 成果（アウトプット）の達成度 

３－２－１ 成果 1 

成果 1：ナイルデルタの各種条件下での水及び塩の収支に係る諸条件が明らかになる。 

 

指標ごとの達成状況は以下のとおり。終了時評価時点で成果 1 の指標は以下のとおり達成さ

れており成果１は達成されたと評価された。 

 

指標 これまでに得られた主な知見・成果 

（メスカレベル） 

（指標 1-1）長期間断灌漑

が行われている試験圃場

において、蒸散量及び蒸発

量の変化が定量化される 

長期間断については、ET 量を測定した結果、この方法が必ずし

も大きな節水効果をもたないことが判明した。またほかに有力な

節水方法を見いだしたことから、本指標自体が意味を失った。他

方で、長期間断灌漑に替わる細溝灌漑、ドリップ灌漑等が提唱さ

れ、それらの方法について、ET が量的に明らかにされた。 

（メスカレベル） 

（指標 1-2）節水栽培と慣

行栽培における水利用効

率（単位灌水量当たりの作

物収量）が定量的に比較さ

れる 

グループ 4（食糧・燃料作物生産）の活動として実施された。節

水効果をメイズの単位水量当たりの収量増加効果として測定し、

慣行栽培と比較して細溝灌漑で 33％の増加、ドリップ灌漑で

181％の収量の増加が示された。 
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（メスカレベル） 

（指標 1-3）Casualina 及び

Eucalyptus の防風林におけ

る間隙率と ET 量減少との

関係が定量化される。 

デルタ内の防風林の空隙率を 14カ所で評価したところ、41～53％

（平均 47％）と比較的均一であった。そのため異なる間隙率の防

風林について蒸発散量を検討することの意味は小さいと判断さ

れ、実施しなかった。Al Krakat（間隙率 44％）にて ET 量を測定

した結果、樹高の 10 倍の平面距離に対して、ET が 22％減少され

ることが示された。 

（水路・デルタレベル） 

（指標 1-4）パイロット用

水・排水路において水塩動

態モデルが構築され、デル

タ全域に適用される 

 

パイロット用排水路地区における水、塩動態としては、以下の段

階を経て変化することが示された。①灌漑用水の地表排水と地下

排水への分離、②地下排水における ET による溶存物質（TDS）

の濃縮、③地表排水による希釈、④排水路からの反復利用による

再灌漑と再流出、⑤それによる再濃縮の構造。灌漑用水の EC（平

均 0.4 dS/m）が ET による濃縮で暗渠排水は 3 倍の 1.2 dS/m に、

その後表面排水（漏水を含む）による希釈で 1.0 dS/m になり、支

線排水路の下流で、反復利用地区からの排水（3.5 dS/m）によっ

て 1.3 dS/m になる。幹線排水路はこの地点で 1.2～1.3 dS/m であ

る。1 回目の濃縮排水と希釈、排水の反復利用地区の濃縮排水に

よる EC 上昇を示すモデルとなった。 

ただし、デルタ全体へのモデル適用は、活動計画の変更により行

われなかった。 

 

３－２－２ 成果 2 

成果 2：用水路レベルでの水配分及び水管理の合理化の方策が提示される。 

 

間断通水による取水時期の制限がある地区と、常時取水可能な水路近傍では、農家の行動（水

田地帯と畑作地帯の差などを含め）が異なることが示された。その結果に基づき、節水の実施方

法として、通水時間は現状のままとして水量を減らす方法と、水量を現状のままとして通水時間

を減らす方法が示され、前者は下流部メスカに主に影響し、後者は相対的通水能力の小さいマル

ワ・メスカに主に影響することが示された。また、支線用水路における反復利用の実施について

は、節水が下流部における排水再利用の頻度を上昇させるのに対して、上流部ではまったく影響

がなく、影響が下流部に集中することが明らかにされた。この分析結果に基づき、本プロジェク

トは幹線水路の上流部においても排水の反復利用を導入することを提案した。 

指標ごとの達成状況は以下のとおり。終了時評価時点で成果 2 の指標は以下のとおり達成され

ており成果 2 は達成されたと評価された。 
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指標 これまでに得られた主な知見・成果 

（メスカレベル） 

（指標 2-1）パイロットメ

スカ・マルワにおいて、水

位変化及びポンプによる

取水頻度・取水量のモニタ

リングデータが解析され

る 

パイロット地区における、モニタリング結果を解析し、間断通水

による取水時期の制限がある地区と、水路近傍、下流部など常時

取水が可能な地区での農家行動（水田地帯と畑作地帯の差などを

含め）が異なることが示された。 

（メスカレベル） 

（指標 2-2）マルワの水位

変化と、マルワの規模・農

家数・農地面積の相互関係

に係る論理が構築される 

ポンプ能力を灌漑面積で除した「相対的取水能力」という概念が

提唱され、それとメスカの水位変化（通水時間と、上下流等で異

なる取水可能時間）の二つが関係して農家の取水能力が決定され

るという論理構造を提示した。これは、用水路の上下流関係とと

もに、用水管理を規定する以下の二つのファクターであることを

示している。①節水の方法として、通水日数を現行のままで通水

量を減少させる場合は、主に影響を受けるのは下流部である、②

通水日数を減少させる場合には、相対的取水能力の小さい地区が

主に影響を受ける 

（メスカレベル） 

（指標 2-3）パイロットメ

スカ・マルワにおいて、個

別ポンプ及び共同ポンプ

について、供給水当たりの

燃費が比較される 

個別ポンプと共同ポンプの燃費差については、理論的考察と聞き

取りを進めた結果、大きな差はないものと判断されたので、具体

的計測は行わなかった。 

（メスカ・水路・デルタレ

ベル） 

（指標 2-4）上の解明を前

提に、水配分削減の方法に

よる影響発現の仕方の違

いが示される 

節水の実施方法として考えられる二つの方法、①通水時間は現状

のままとして水量を減らす方法と、②水量を現状のままとして通

水時間を減らす方法について、前者は下流部メスカに主に影響

し、後者は相対的通水能力の小さいマルワ・メスカに主に影響す

ることを示した。また、支線用水路における反復利用の実施につ

いては、水配分の削減による節水が、下流部における排水の反復

利用の頻度を上昇させるのに対して、上流部ではまったく影響が

なく、影響が下流部に集中することを明らかにした。 

 

３－２－３ 成果 3 

成果 3：圃場の塩害防止の方策が提示される。 

 

ナイルデルタにおける塩類集積の現状についてのデータから、①全体としてデルタ上流から

下流に向かって塩類集積が進行していること、②上流部であっても、スポット的に集積土壌が

存在することを見いだすとともに、その結果が取水管理上の有利不利、排水の反復利用に関係

していることが示された。本プロジェクトはそのような塩集積は、塩を含む用水の使用が原因
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であることを示した。また、稲作は有効な除塩効果があることを検証するとともに、耐塩性の

強い作物の選定が有効であることを提示した。 

指標ごとの達成状況は以下のとおり。終了時評価時点で成果3の指標は以下のとおり達成さ

れており成果3は達成されたと評価された。 

 

指標 これまでに得られた主な知見・成果 

（メスカ・水路レベル） 

（指標 3-1）デルタ中央部

の水田及び畑地における

塩類集積の空間的分布と

集積塩類の特徴が示され

る 

デルタにおける塩類集積の現状について資料を入手し、①全体

としてデルタ上流から下流に向かって塩類集積が進行している

こと、②上流部であっても、スポット的に集積土壌が存在する

こと、を見いだした。それが、取水管理上の有利不利、排水の

反復利用に関係していることを示した。土壌の塩類集積（土壌

EC）が、使用する用水の EC 値と線型関係にあることからそれ

が示され、また下流部の塩類集積が「海水の浸入」を説明理由

にすることなく、灌漑水利用の水質で説明できることを示した。 

（メスカ・水路レベル） 

（指標 3-2）試験圃場にお

いて、暗渠排水の水位変

化・流量変化・EC 値が示

される 

サハ実験圃場では吸水渠間の地下水位が測定され、地下水位は

灌漑後に深さ 0.7m 程度まで上昇し、その後 2 週間程度で地下

1.3m 程度まで低下するという動きを確認した。また、吸水渠か

らの排水量は灌漑もしくは降雨ののち、3 日程度で急減すること

が明らかとなった。水平方向の地下水面の勾配は小さく、根群

域の土壌塩分蓄積量の水平分布は比較的均一で、吸水渠の中間

といった離れた位置でも除塩効果が発揮されていることが確認

された。 

パイロット圃場において、暗渠排水の流量は、夏期は 2 ㎜/d、

冬期は 1 ㎜/d を基底流量とし、灌漑が行われた直後に一時的に

流量が増加すること、EC については流量と直接的関係をもた

ず、全体として安定的（1.2 dS/m 程度）であるという構造を示

した。 

（メスカ・水路レベル） 

（指標 3-3）上記数値に基

づく暗渠排水の改善方法

が提案される 

暗渠排水施設の機能について、実態調査に併せて、受益農家、

技術スタッフに対してアンケート調査を実施し、施設の効果が

比較的高く評価されていることを確認した。一方で、敷設後 14

～30 年を経過しており、維持・修復・更新等の老朽化対策が今

後の課題として残り、施設の監視と維持管理の充実の必要性を

認識した。暗渠排水施設の管理に関して最も深刻な問題は、幹

線排水路の水位が極端に高い（受益農地標高－幹線排水路水位

＜2.5m）ことと作付けパターン・ローテーションの設定に一貫

性がないことであり、このことにより暗渠排水施設本来の機能

が発揮されず、かつ栽培作物の生育が阻害されていることが示

された。 
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（メスカ・水路レベル） 

（指標 3-4）デルタ土壌の

水・塩分・重金属等の移動

特性を表すパラメーター

が特定される 

デルタ土壌の水及び溶質移動特性を測定した。これにより作物

のストレス応答特性が分かれば数値予測が可能となった。終了

時評価時点において作物のストレス応答特性はデータ解析中で

ある。 

（メスカ・水路レベル） 

（指標 3-5）試験圃場にお

いて、畑地が水田に転換さ

れた際の、水田耕作前後に

おける塩分集積の比較値

が示される 

15 地点の現地調査からは、水田耕作の土壌塩類低下の優位なデ

ータは得られなかったが、サハ実験圃場における水田をメイズ

畑作圃場と比較した結果、相対的に塩類の上昇を抑制する効果

が認められた。ただし、冬作後と夏作後で一定の傾向をもち、

夏作後の土壌塩類が高くなるという季節変化をもつことが示さ

れた。 

（メスカ・水路レベル） 

（指標 3-6）排水を再利用

した灌漑を行っている試

験圃場において、カルシウ

ム施用（Gypsum）及び籾

殻鋤き込みによる土壌改

良度（透水性、土壌物理性）

が定量化される 

カルシウム（Ca）、籾殻の施用による土壌物理性の改良について、

室内カラム実験と圃場実験を行った結果から、土壌の水分含量、

土壌 pH 及び土壌 EC、水溶性 Na 量などについて、統計学的に

有意な施用効果は認められなかったが、1ha 当たり 20ｔの籾殻

施用を行った場合、大間隙の形成と緩衝能の増大によって土壌

EC を低下させる効果があることが確認された。また、砂含量に

ついては、灌漑水の EC が 1.5 dS/m 以上でも砂含量が 50％程度

であれば EC 上昇が抑えられることを現地調査から確認した。 

（デルタレベル） 

（指標 3-7）上記パラメー

ターに基づくシミュレー

ションモデルが試験圃場

で構築され、同じ土壌条件

下の地域で適用される 

デルタ土壌の水及び溶質移動特性のばらつきの大きさは把握さ

れていないものの、ザンカロンとサハの両実験圃場における違

いが大きくないことから、他の地域にもおおむね適用可能と考

えている。重金属については吸着特性の測定が行えなかったこ

とから数値予測は困難である。数値モデル WASH_2D について

は、畝形状に未対応であり、畝間灌漑は一次元で近似するか、

畝間灌漑以外のケースについてのみ数値予測を行うことを検討

している。 

 

３－２－４ 成果 4 

成果 4：適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示される。 

 

導入の容易さと節水効果の観点から、将来的に有力な灌漑方法として細溝灌漑が提言された。

細溝灌漑は節水効果に加え収量増の面からも有利であることが示された。他方で細溝灌漑に適

用可能作物と対象外作物が存在するので、後者については、提言された節水、根群域排水不良

の回避という二つの原則に基づく今後の技術開発が期待される。また、作付けパターンについ

ては、稲作不適地、あるいは、稲作が現在禁止されている地域における農家の作付け意思決定

を分析する場合には、数年に1回の稲作導入を含め、将来の水管理に関するさまざまなオプシ

ョンが議論できる可能性があることが判明した。 

成果4の上記の記述及び以下に示された指標の達成状況により、終了時評価時点で成果4はほ
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ぼ達成されたが、燃料作物の異なる灌漑水量、栽植密度における生産量の比較による各作物の

最適灌漑水量、栽植密度の分析については、2013、2014年のデータを基に本プロジェクト終了

までに解析作業を完了する必要がある。 

指標 これまでに得られた主な知見・成果 

（実験室レベル） 

（指標 4-1）ポット苗栽培

によって主要作物の耐塩

性が定量化される 

小麦、稲、トウモロコシの対塩性試験を実施し、各作物の各品

種の各生育ステージにおける耐塩性に差異があることが判明し

た。 

（メスカ･水路レベル） 

（指標 4-2）用水管理調査

地区において年間の作付

け体系（作目選択、播種時

期・収穫時期）が示され、

将来の水供給予測に対応

する作付け体系が提案さ

れる 

用水管理地区における年間作付けの計画表が作成された。しか

し、将来の水管理については、デルタ全体への供給水量は減少

させるものの、上流部における反復利用の強化によって、末端

での水利用に大きな影響を及ぼさない方法を提示したので、将

来の作目変化は当面考慮する必要性がなくなった。 

ただし、本調査の対象エリアは稲作地帯であったため、基本的

に夏作に水稲、冬作に小麦あるいはビートを選択するという農

家の作付け意思決定が過半を占めていた。 

よって、稲作不適地、あるいは、稲作が現在禁止されている地

域における農家の作付け意思決定を分析する場合には、提唱さ

れるように、数年に 1 回の稲作導入を含め、将来の水管理に関

するさまざまなオプションが議論できる可能性がある。 

（メスカ･水路レベル） 

（指標 4-3）試験圃場にお

いて、灌漑方式ごとの作物

収量及び品質が比較され

る 

将来の灌漑方法として細溝灌漑を中心とする方法が有力な灌漑

方法として提言された。この方法には、適用可能作物と対象外

作物が存在するので、後者については、提言された節水、根群

域排水不良の回避という二つの原則に基づく今後の技術開発を

待つことになる。 

作物の品質については、テンサイについて実施され、ドリップ

灌漑の糖含有率が高いことが明らかになった。他の作物につい

ては特に品質において問題になることは認められていない。 

（メスカ･水路レベル） 

（指標 4-4）試験圃場にお

いて、灌漑方式ごとの稲

藁・麦藁・トウモロコシ茎

の飼料価が示され、より飼

料価の高い飼料の生産方

法が提案される 

エジプトで栽培した作物（メイズ）の副産物（茎葉）の家畜によ

る消化率が低いことがサハ実験圃場の栽培試験で再確認された。

この消化率の低下は、高温と水分不足により起きることが環境調

節下での試験によって明らかになった。また、点滴灌漑により栽

培された作物（メイズ）の副産物が他の方式と比較した場合、繊

維の消化率が更に低いが、この原因はエジプトの高温環境と点滴

灌漑の乾燥環境によるものであることが示唆された。新たに提唱

された新タイプの混作については、副産物及びマメ科牧草の成分

分析及び消化試験が一部実施され、混作により得られた茎葉及び

牧草を混合して作成された飼料の栄養価及び消化率が高まるこ

とが示されたことからエジプトの環境下で生ずる副産物の消化

率の低下を改善できる可能性が示唆された。 
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（メスカ･水路レベル） 

（指標 4-5）灌水量・栽植

密度の違いによる油料作

物収量及び生育の違いが

示され、適切な栽培方法が

特定される 

燃料作物について、5 種類の燃料作物〔ジャトロファ、ホホバ、

キャスタービーン（ヒマ）、キャノーラ（ナタネ）、ヒマワリ〕

の異なる灌漑水量、栽植密度における生産量の比較を行った。

2012 年までのデータで各作物の最適灌漑水量、栽植密度が分析

されたが、2013、2014 年のデータを基に解析作業を行っており、

プロジェクト終了までに結果がでる予定である。 

それ以前の結果によると、1 年生植物（ナタネ、ヒマワリ）の水

生産性が高いことが判明している。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標：急激な人口増加に対応するナイルデルタ地域での農業分野の水利用の高

度化を図りながら、農業生産の効率化と持続性の確保を実現するための方策を示す。 

 

成果の指標の達成状況から、プロジェクト終了までにプロジェクト目標は達成されている。ま

た、プロジェクトは既に研究成果に基づくエジプト側に対する政策提言･研究提言案の策定をめ

ざしており（付属資料3を参照）、プロジェクト終了までにエジプト政府関係機関からのコメント

を踏まえ必要な修正を加えたうえで提言を策定し、エジプト政府に提出する予定である。2015年

3月にエジプトと日本で開催予定の本プロジェクトのシンポジウムにおいて政策・研究提言を含

めプロジェクトの成果を発表する予定である。 

 

指標 達成状況 

（指標 1）圃場レベルにお

いて、現行方式を含め、異

なる節水方法（灌漑方式・

間作）による ET 量・作物

収量の差異が比較される 

 

灌漑方法として、慣行法（畝間灌漑など）、細溝灌漑、点滴灌漑、

長期間断灌漑、マルチングを、対象作物として、①（夏作）コ

メ、メイズ、綿、②（冬作）小麦、テンサイ、ベルシーム（エ

ジプシャンクローバー）、ソラマメを対象とし、これらの組み合

わせについて、試験を行いながら節水に有力な方法を選定した。

ET の値は、基準 ET に対する係数 kc として表示され、慣行法で、

コメ 1.30、小麦 1.07、テンサイ 0.75、メイズ 0.84 など、作物別

の値が得られた。またメイズについては、灌漑法による比較で、

細溝灌漑 0.57、長期間断灌漑 0.90、点滴灌漑 0.45 が得られた。

収量については、慣行法のメイズに対し、細溝灌漑で 27％、点

滴灌漑で 55％の増収となり、また、テンサイの点滴灌漑では、

糖収量として 33％の増収になった。以上の差異が明確にされる

とともに、主要な作物に対する有力な灌漑法が抽出された。 
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（指標 2）マルワ・メスカ

レベルにおいて、異なる灌

漑方法（水供給頻度）によ

る農民の水管理行動と水

の動態が解明され、節水的

かつ適切な水管理方法が

示される 

①伝統的灌漑システムと灌漑改善（IIP）による改良システム、

②水田地帯と畑作地帯、③水路の上流部と下流部という三つの

区分けで分析が行われ、①農民の灌漑における協同行動のレベ

ルが改良システムで上昇すること、②灌漑水量は畑作地帯では、

利用可能水量と関係しないが、水田地帯では、取水可能水量が

多いと多量に取水され、上下流の不平等が拡大することが明ら

かになった。そのうえ、下流域の農民は、①下流部は夜間灌漑、

②汚染された排水の使用、③不足水を補うための地下水取水へ

の支出などの不利益を被っていること、が明らかになった。こ

れらのことから、水田地帯ではローテーション灌漑が適切で、

非水田地帯には連続灌漑が適していることが結論された。 

（指標 3）パイロット排水

路 /ナイルデルタレベルに

おいて、用水反復利用の方

法が示される 

ナイルデルタの用排水分離の現状を確認し、排水の反復利用の

方法として、幹線用水路の上流部からの排水の混合を提言した。

各支線用水路において、現状は取水上不利な下流部において排

水の反復利用がなされており、下流部の地域にその影響が集中

し、上下流の農民間の不平等が拡大しており、水管理の安定性

が損なう可能性があるため、反復利用による影響をより広範な

地域で配分することを目的としている。 

（指標 4）各レベルにおけ

る節水方法・用水反復利用

方法が比較検討され、最適

な節水・作付けオプション

とその節水効果が示され

る 

圃場レベルでは、現実的に採用することができる灌漑方法とし

て細溝灌漑が提唱され、収量に影響なく灌漑水量を 25％以上節

減できることを示した。また、水路レベルでは、灌漑用水路の

原水の EC が 0.4 dS/m 程度であるのに対して、暗渠排水と表面

排水が流入する支線農業排水路では 1.0～1.2 dS/m 程度になるこ

とから、灌漑用水として地域に導入された水の 30～40％程度が

排水されていることが判明した。その結果、排水の反復利用は

現状で排水量の 20％以上が可能であることを示した。他方で、

上下流の平等性等の視点から、幹線用水路の上流部から反復利

用を組み入れることが適切との方法を示した。 

 

提言の具体的内容は以下のとおり。 

＜政策提言＞ 

1）幹線用水路のレベルにおいて、上流部から反復利用の導入 

2）マルワ以下の水管理の改善への政府による積極的な関与 

3）砂漠地域開発による水の地域的転用によるデルタ地域の損失を補てんするために、砂漠地

域開発利益の一部のデルタにおける灌漑排水の改善への配分 

 

＜研究提言＞ 

1）細溝灌漑における土壌の湿域の制御と管理、湛水（Waterlogging）防止方法の研究 

2）点滴灌漑の経済調査 

3）地域、土壌等の違いによる長期間断灌漑効果 
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4）防風林による ET 抑制効果 

5）農閑期における土壌表面からの ET の抑制方法 

6）灌漑効率と土地生産性を高める間作（インタークロッピング）方法 

7）土壌の塩分管理のための水稲栽培の頻度を含む最適条件の調査 

8）排水の反復利用に係る土壌に対する最適配分（EC）の研究とその結果に基づく反復利用ガ

イドラインの策定 

 

３－４ 上位目標達成の見込み 

上位目標：社会経済開発 5 カ年計画、NWRP 及び国家農業生産計画に記載されている農業生

産の増大と雇用機会の拡大に貢献する。 

 

エジプト側の関係機関、研究機関は上位目標に示されている課題の重要性を十分認識しており、

プロジェクトが策定した政策・研究提言を含む対応策に対して前向きな姿勢を示している。しか

しながら上位目標の達成度合いを現時点で評価することは時期尚早であるとともに、目標の達成

に政策、研究提言が政策に反映され実行される以外に、農業生産の拡大と雇用機会の創出に必要

な具体的な施策が実行される必要がある。 

 

３－５ 実施プロセスにおける特記事項 

３－５－１ 活動の進捗 

プロジェクト実施初期段階において、コストシェア（エジプト側研究員の活動に係る経費負

担等）に関する理解の相違が日本側とエジプト側の間に存在していたため、活動が円滑に進ま

ず、計画よりも遅れがみられた。これに対して両者間で協議を重ねエジプト側の理解を得るこ

とにより、遅れを最小限にとどめることができた。 

プロジェクト活動は、2011、2013 年のエジプトにおける政治的混乱と 2011 年 3 月に日本で

発生した東日本大震災の影響（日本側研究機関の被災）により中断を余儀なくされた。このよ

うな状況に対処するため、プロジェクトの実施期間を 2013 年 3 月に 2015 年 3 月まで 10 カ月

延長されることが決定。また、2013 年 7 月以降の政治的混乱により 13 名の専門家の派遣が中

止になった際には、その後日本側のプロジェクトマネジャーの集中的な派遣により活動への影

響を最小限に抑えるように対応した。 

プロジェクト実施初期における実験施設設置、特にサハ実験圃場において適切な点滴灌漑設

備の設置の遅れが発生し、1 年（2010 年夏期～2011 年夏期）の間、同実験圃場では、有効な点

滴灌漑の実験データを得ることができなかった。その後、点滴灌漑の施設を改修して、2011 年

冬期には、小麦（従来灌漑及び長期間断灌漑）、2012 年夏期には、稲作（従来灌漑）とメイズ

（細溝灌漑）、2012 年冬期には、テンサイ（従来灌漑及び細溝灌漑）、2013 年夏期には、稲作

（長期間断灌漑）及びメイズ（点滴灌漑）の実験を行って節水灌漑比較等のための実験データ

を収集･分析を実施し、当初予定していた観測を完了することができた。 

 

３－５－２ プロジェクトの実施体制 

（1）プロジェクトチーム 

プロジェクトは、1 名の長期専門家（業務調整）、各研究分野の短期専門家（短期研究員）、
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5 名のプロジェクトアシスタントで構成された。アシスタントは、CU のプロジェクト事務

所とともに実験圃場である、サハ圃場、ザンカロン圃場に配置された。 

エジプト側は、3 研究機関から植物病理、社会学、水管理、水環境、農村開発、社会経

済学等を専門とする研究者を配置した。彼らは担当の研究テーマごとに日本人専門家と協

力して研究に従事した。 

 

（2）合同運営委員会（JSC）及びプロジェクト・マネジメント・ユニット（PMU） 

本プロジェクトは、エジプト側研究機関が 3 機関（CU、ARC、NWRC）あるとともに、

各機関から水管理、排水管理、作物栽培等の分野を扱う同機関傘下の複数の研究所から専

門家が配置されたため、常に複数の研究機関間の連携、調整を図りながら、プロジェクト

を運営、管理する必要があった。そのため合同運営委員会（Joint Steering Committee。以下

「JSC」という。）、各研究グループ代表者から構成するプロジェクト・マネジメント・ユ

ニット（Project Management Unit。以下「PMU」という。）といった会合を定期的に開催す

ることにより、プロジェクト全体及び研究グループごとの進捗管理と関係者のコミュニケ

ーションの強化を図った。これに加え、元 CU 農学部長の Dr. Samir A. Aboulroos をプロジ

ェクトアドバイザーとして、またリソースパーソン（Executive）として Dr. Hisham Mustafa

（WMRI所長）、Dr. Mohamed Soliman（FCRI所長）、Dr. Khaled Ali Abou Shady（Sakha Research 

Station の所長）を任命し、業務調整員が中心となって適宜、プロジェクトの進捗を報告し、

問題点を共有する体制を取った。彼らは、プロジェクトの運営に積極的に関与し、問題が

生じた際の対処を含め、プロジェクトの円滑な進捗に貢献した。 

 

（3）研究グループ 

当初本プロジェクトは、水・塩収支（G1）、水管理（G2）、土壌の肥沃性（G3）、食糧・

燃料作物生産（G4）及びバイオエネルギー（G5）の五つのグループで実施された。バイ

オエネルギー（G5）に関しては、2011 年 12 月に実施された第 4 回 JSC において、研究活

動をグループ 2 とグループ 4 に統合することが了承された。その結果、本プロジェクトは

四つの研究グループで実施されることとなった。各研究グループには日本側とエジプト側

の双方からグループリーダーが指名され、各グループの研究の取りまとめを行うとともに、

各研究グループには最低 1 名の日本人研究者と 1 名のエジプト人研究者が配置されて共同

研究活動を行った。 

 

３－５－３ コミュニケーション 

（1）プロジェクト内部のコミュニケーション 

プロジェクト内部における情報共有及び協議のために合計で 12回の JSCと 20回の PMU

会合が定期的に実施された。グループリーダーレベルの進捗確認のための会合である PMU

会合は当初 R/D に則り、毎月実施される予定であったが、実際には必要性に応じて実施さ

れ有効に機能した。加えて、2014 年 9 月 3、4 日の 2 日間にわたり、関係者からの意見聴

取及びプロジェクト活動進捗発表を目的としてラウンドテーブル会合が開催され、関係機

関から 95 名の関係者、研究者、専門家の出席があった。この会合はプロジェクトによる

政策提言、研究提言の作成のきっかけとなった。 
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中間レビューで提言された英文の年次技術報告書については、2012 年 11 月及び 2014 年

7 月の 2 回作成され、本プロジェクトの内部で共有されている。これらの報告書は、研究

活動の進捗共有及びプロジェクトの方向性を共有するのに有益であった。それらに加えて、

最終報告書が、今後両者の間で作成、共有される予定である。 

プロジェクト開始当初は、研修者間のデータ共有の仕方、研究に対する姿勢について日

本側、エジプト側双方に理解の齟齬があったが、プロジェクト関係者間において、プロジ

ェクトの主旨に基づく理解の共有をとる等の対応をとり円滑な共同研究の継続を図った。 

その他日本側とエジプト側の間で大きなコミュニケーションにおける問題は発生しな

かった。プロジェクトのアシスタントもコミュニケーションとプロジェクトの進捗に貢献

したことが認められた。具体的には、専門家とエジプト側研究者への連絡の役割を担い、

データ収集の補助、会議等の準備及び運営にも貢献した。 

 

（2）外部への発信 

2012年 7月 16、17日に本プロジェクトはカイロにて国際シンポジウム「Water management 

and agricultural production in Egypt. ~Present and Future~」を開催し、MWRI、農業省、エジ

プト日本科学技術大学（Egypt-Japan University of Science and Technology。以下「E-JUST」

という。）、ICARDA、開発研究所（Institut de Recherche pour le Développement。以下「IRD」

という。）（フランス）、カイロドイツ大学からの発表と討議が行われた。この場で、本プ

ロジェクトは、共同研究の進捗に基づき、研究の問題意識であるナイル川の限られた水資

源の有効活用について問題提起し、1）砂漠開発による利益のデルタ整備への一部還元、2）

デルタ内農家の平等化の考えに基づく「広域化した用水反復利用の強化」の考え方を提示

し、今後の研究の方向性について出席者との議論を行った。 

2013 年 3 月 18 日に本プロジェクトは茨城県つくば市で国際シンポジウム「エジプトの

水と農業 －SATREPS のアプローチ－」を開催し、東京大学、朝日新聞社からの招待講演

を含め 13 題の発表とパネルディスカッションが行われた。参加者は、英語でのシンポジ

ウムであったにもかかわらず、大学、研究所、行政、民間企業、及び一般市民も含め 70

名の参加があった。 

2015 年 3 月にはエジプト及び日本において、本プロジェクトの研究成果を発表すること

を目的にシンポジウムを開催する計画を進めている。 

 

３－５－４ 技術移転 

日本側、エジプト側双方にとって共同実験の実施、現地調査を通した効果的な能力開発が図

られた。エジプト側研究者にとって本邦研修が特に有益であったということを調査の結果とし

て確認した。彼らは、日本における研修では、ET タワー、水流･溶質の移動の数値モデル、用

水路における水量のモニタリングの技術を習得し、共同研究活動を通じた実践的な姿勢及び方

法論を学んだ。 

共同研究を通した具体的な技術移転は、まず第一に 2010 年 3 月に日本側、エジプト側双方

による基本研究計画策定から開始された。各研究分野の詳細計画については、日本人専門家が

エジプトに渡航した際にエジプト側と協議のうえ決定した。日本側研究者の現地滞在中は、エ

ジプト側研究者が同行し、現地活動を通じた技術移転を行うとともに、次回渡航時までの作業
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計画を決定・共有した。これらの経験を通して、エジプト側研究者は、研究計画から実施に至

る研究活動のプロセスを日本人研究者とともに経験することができた。 

また、日本側研究者の不在時には、エジプト側研究者の作業状況、活動報告をメール等の手

段を使って日本側研究者にすることを徹底した。日本側研究者はその報告内容を確認し、必要

に応じてメール、スカイプ、もしくは、プロジェクト事務所を通じて活動内容の追加・修正を

提案した。 

 

３－５－５ 他のプロジェクトとの連携 

本プロジェクトは、効率的な水管理の推進、ナイルデルタ地域における効率的な水管理に関

連する実施中の他の JICA の技術協力プロジェクトとも連携した。特に SWMT 及びその前身案

件である WHIP2 については、これらプロジェクト専門家が、本プロジェクトの JSC のメンバ

ーとなるとともに、随時関係者間で意見交換を行い、双方のプロジェクト活動の共有がなされ

ている。これらのプロジェクトは二次水路及び支線水路において、水利組合による効率的な水

管理の実現をめざしているが、本プロジェクトの研究もナイルデルタ全体から圃場における水

管理の現状分析、水管理の必要性、将来の水管理のあるべき姿を提示することを目的としてお

り、技術協力プロジェクトの目的、活動の妥当性を、科学的根拠を基にエジプト側に提示でき

たことが評価されている。 
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第４章第４章第４章第４章    評評評評    価価価価    結結結結    果果果果 

 

４－１ 評価 5 項目によるプロジェクトの評価 

４－１－１ 妥当性 

本プロジェクトが研究の結果として提示する「ナイルデルタ地域での農業分野の水利用の高

度化を図りながら、農業生産の効率化と持続性の確保を実現するための方策」は、エジプトの

開発計画、セクター開発戦略、またわが国の援助方針に合致しており妥当性は高い。 

（1）エジプトの開発計画/戦略との整合性 

第 6 次国家社会経済開発計画はエジプトの主たる開発計画であり、そのなかの長期農業

開発戦略（2007 年）において「開発の持続と環境保全のための配分と資源の活用の経済効

率性の実現を通した毎年 3.9％の農業生産の増加」が第一の戦略的目標として掲げられて

いる。また、2006 年 10 月に策定された NWRP（2006～2017 年）は追加的な新たな水資源

の開発、既存の水資源のより有効な活用、健康と環境の保護の三つの柱からなっており、

本プロジェクトのめざす、効率的な水管理を通した持続的な農業生産は、同計画の記述

6
か

らもエジプトにとって優先度の高い課題ととらえられている。 

また、エジプト政府は、国家農業生産計画（Sustainable Agricultural Development Strategy 

towards 2030）を策定しており、第一の戦略目的として農業資源の持続的な利用を掲げて

いる。 

 

（2）日本の開発援助政策との整合性 

わが国の対エジプト援助重点分野「貧困削減と生活水準の向上」のなかの開発課題「農

業・農村開発」の下に位置づけられる「ナイルデルタ等の水利用・農業生産の効率化、小

農の所得向上支援」プログラムにおいて、ナイルデルタ地域では、特に水利用効率化を重

点的に進め、効率的な水配分、水路の水質・環境改善、排水再利用を総合的に推進すると

されており、本プロジェクトは同方針に合致している。 

 

（3）日本の技術の優位性 

わが国では、江戸時代からの水管理の歴史、経験を有しており、筑波大学が実施した本

邦研修で研修内容としても、その長い歴史のなかで培われた知見が活用された。また、日

本側研究者がデータの取り方、研究に対する態度（研究者が直接現場に赴き調査を実施す

る）などをエジプト側が理解できるようにしながら、共同研究、技術移転を図った結果、

日本の研究実施プロセス、研究実施への態度に対して高い評価を得た。 

また、日本で一般的に活用されている測定機材等を本プロジェクトでは導入した。具体

的には、超音波ドップラー流速計（Acoustic Doppler Current Profiler。以下「ADCP」とい

う。）、時間領域反射測定（Time Domain Reflectmetry。以下「TDR」という。）装置、ET タ

ワー（発散量を連続的に測定･記録できる装置で、連続的な ET 量の変化の測定が可能）と

                                                        
6 本計画の冒頭部分に記載のあるとおり、”Integrated Water Resources Management approach”により策定されたものである。農

業分野に関しては、”The objective of water resources management is to support the socio-economic activities of the country, taking 

into account the sustainability of the natural system.”及び "Improvement of water use efficiency both in- and outside the Nile system 

will largely depend on the efficient use of water in agriculture. ”と記載されている。 
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いった、エジプトでは初めて導入された機材･新しい機材の導入及び操作を経験し、それ

らの機材を活用して研究に必要な測定、データ取得を実施することができるようになった。

また、稲作に関する知識や経験においては、日本に優位性があり、エジプト側の期待も高

かった。 

 

４－１－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は高いと評価できる。 

「３－３ プロジェクト目標の達成度」のとおり、プロジェクト終了までにプロジェクト目

標は達成される見込みである。各成果の達成度は「３－２ 成果（アウトプット）の達成度」

のとおり満足いくレベルに達されており、また各成果（1） ET 及び水･塩の収支の諸条件の明

示、（2）灌漑管理の計画の改善、（3）圃場の塩害防止の方策の提示、（4）適切な作物選択及び

灌漑管理システムの開発は、プロジェクト目標である「農業生産の効率化と持続性の確保を実

現するための方策を示す」ために必要な要件であることから、成果 1～4 とプロジェクト目標

の間の論理関係が成り立っている。成果、プロジェクト目標、上位目標の間の論理関係は下図

のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果、プロジェクト目標、上位目標の間の論理関係（調査団作成） 

 

  

農業生産の増大と雇用機会の拡大に貢献すること

上位目標上位目標上位目標上位目標

農業生産の効率化と持続性の確保を実現するための方策の提示

プロジェクト目標プロジェクト目標プロジェクト目標プロジェクト目標

成果成果成果成果

成

果

１

Ｅ

Ｔ

及

び

水

･

塩

の

収

支

の

諸

条

件

の

明

示

成

果

２

灌

漑

管

理

の

改

善

計

画

の

開

発

成

果

４

適

切

な

作

物

選

択

及

び

灌

漑

管

理

シ

ス

テ

ム

の

開

発

成

果

３

圃

場

の

塩

害

防

止

の

方

策

の

提

示

エジプトにおける現状の農業分野の課題

適切な水管理、適切な作物選択、節水農業、

農業生産の拡大、塩害の防止

上位目標達成のための想定される不確実性

をもつ要因

･決定までの政治プロセス

･国家計画、セクター計画への反映

･農業生産の拡大と雇用機会の創出に必要

な具体的な施策の実行

･提示される新たな施策･技術の普及に要す

る時間･コスト

･提示される新たな施策･技術の習熟に要す

る時間･コスト

図 4-1 アウトプット、プロジェクト目標、上位目標の間の論理関係
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４－１－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は中程度と評価できる。 

日本側の投入（専門家派遣、供与機材、在外事業強化費、本邦研修）は、各研究分野に対し

て必要な質、量（数）、及びタイミングで投入されておりおおむね適切であったと判断された。

長期専門家（業務調整員）は、専門分野ごとに短期の専門家が研究活動を実施するなかで、プ

ロジェクト全般の調整･管理、エジプト側研究機関間の調整等、円滑なプロジェクトの運営管

理に貢献した。研究内容に係る密なコミュニケーションをエジプト側と図るために、中間レビ

ュー時に提言された日本側研究者の長期派遣については実現できなかったが、2013 年以降日本

側の研究代表（プロジェクトマネジャー）の派遣期間を延長することで対応し、エジプト側と

の円滑な調整を図った。 

供与機材については、大部分が効果的に活用されているが、本プロジェクト終了に際して、

研究機関間での移行手続き中のため、調査時は一部活用されていないものがあった。具体的に

は、供与機材はエジプト側実施機関の代表である CU に供与されたが、実際の研究活動におい

ては、研究分野により、他の 2 研究機関にも配置されて活用されていた。プロジェクト終了後

のこれら研究機関間の機材の配置に必要な手続きが完了しておらず、必要な手続きがプロジェ

クト終了までに完了する必要がある。なお、遠隔地に備え付けられた研究機器･機材の幾つか

が、一時的に不安定な治安状況の影響（盗難等）で適切に機能せず、水量及び EC 値の測定に

支障を来たす事象が発生した。 

エジプト側の投入について、各研究分野の研究員はおおむね適切に配置されたが、研究員の

頻繁な交代がプロジェクトの円滑な進捗に負の影響を与えた。73 名の研究員が配置されたが、

現在は 15 名の研究員がプロジェクトに従事している。 

灌漑用水の水質の土壌環境に与える影響を観測するためにアブシャン及びバハル・エル・ヌ

ール地区を研究サイトとして選定した。バハル・エル・ヌールは過去に JICA の技術協力プロ

ジェクトが支援、改良した地域であり、同地域を選定したことにより、既存のデータや知見を

活用することが可能となり、プロジェクトの効率性に貢献した。 

本プロジェクトは複数の研究機関（CU、ARC、NWRC）が連携して共同研究を実施したエジ

プトで初めてのケースであった。そのためプロジェクトの運営・管理には研究機関間の調整が

不可欠であり、それに予想以上の労力と時間を費やした。 

貢献要因･阻害要因は以下のとおり。 

［貢献要因］ 

・過去の技術協力プロジェクトが支援、改良した地域を研究のサイトとして選定することに

よる効率的な研究活動の実施 

［阻害要因］ 

・研究機材の盗難が発生したことによる観測活動の進捗への影響 

・エジプト側研究員の頻繁な交代 

 

４－１－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトはおおむね高いと評価される。 

本案件で設定されている上位目標である「社会経済開発 5 カ年計画、NWRP 及び国家農業生

産計画に記載されている農業生産の増大と雇用機会の拡大に貢献する」は多分に長期的な目標
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であるとともに、本プロジェクトによる貢献以外の要因も含めて達成される広範な性格のもの

であるため不確定要素

7
が多い。そのため、上位目標の達成は、本プロジェクトの目標が達成さ

れ、持続すること以外の要素にも影響を受けるものと考えられる。そのため事後評価も含め、

上位目標は本プロジェクトにより達成される目標として評価の対象とすることは必ずしも適

当ではない。 

他方で、本プロジェクト実施により以下の正のインパクトが認められた。提言策定について

は、当初より計画された成果ではないことから、インパクトにも含めた。 

� 研究成果を踏まえたエジプト政府に対する政策、研究提言がプロジェクト終了までに策

定される予定であり、今後の水資源計画や開発計画等に反映され研究成果が具現化され

ることが期待される。 

� プロジェクトで導入した ET システムによる Eddy Correlation（渦相関）について、エジ

プト側の研究代表である Dr. Rushidi El-Kilani の下、2 名の CU 農学部の大学院生が修士

論文に着手している。また CU 農学部のカリキュラムに ET システムによる Eddy 

Correlation が追加された。 

� 研究成果を基に書籍「Irrigated Agriculture in Egypt－Past, present and future（2015 年 1 月

時点での仮の表題）」を出版予定であり、本プロジェクトによる研究成果が農業分野及

び他の関連分野に従事する人々にも広く一般に発信されることとなる。書籍は、歴史的

開発、研究成果を基にした農業の現状、資源開発の問題点といった項目から構成される

予定である。 

� プロジェクト実施期間中にジャーナル 10 回、学会発表 6 回、口述発表 49 回、ポスター

プレゼンテーション 12 回が実施され、研究成果を外部に発信した。 

� 科学的な根拠に基づく水管理に係る当該分野の知見が他の実施中の技術協力プロジェク

ト SWMT に提供され、プロジェクトの推進に貢献した。 

� 本プロジェクトで有効性が確認された細溝灌漑及び間作技術について、実施中の技術協

力プロジェクト「小規模農家の市場志向型農業改善プロジェクト」が関心を示しており、

同プロジェクトによる試験圃場での試行が今後検討される予定である。 

� 本プロジェクトの実施により、エジプトの研究機関に科学的根拠に基づく意思決定シス

テムが導入されつつある。 

なお、負のインパクトは観察されていない。 

 

４－１－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は中程度と評価できる。政策面、組織面、財政面、技術面に分けて

記述する。 

（1）政策面 

上述の「妥当性」のとおり、本プロジェクトが研究対象とする水・塩収支、水管理、塩

                                                        
7 決定までの政治プロセス、国家計画、セクター計画への反映、農業生産の拡大と雇用機会の創出に必要な具体的な施策の実

行、提示される新たな施策･技術の普及に要する時間･コスト、提示される新たな施策･技術の習熟に要する時間･コスト等が

挙げられる。また、農業生産の増大、雇用機会の拡大は農業分野の水利用の高度化、農業生産の効率化以外の要因（農業技

術、雇用政策、他産業の政策や発展状況等）（22ページの図参照）が挙げられる。 
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害防止、適切な食物選択及び灌漑方法の改善手法に関する研究結果に基づく実際の適用は

エジプト政府の政策に合致しており、政策面の持続性は高い。 

 

（2）組織面 

CU、ARC、NWRC による共同研究実施体制は確立されたが、プロジェクト実施中も共

同研究体制の構築と維持には労力を要し、プロジェクト後もこの共同研究体制が維持され

るかは不透明であるため、組織面の持続性は中程度である。 

 

（3）財政面 

本プロジェクト開始当初、運営費に係るエジプト側の負担がなされないことが問題とな

ったが、その後交通費、現地調査やデータ収集に必要な経費を一部負担した（WMRI は 2010

～2014 年の間、ザンカロンの実験圃場における運営費を合計 15 万 1,936EGP 負担した）こ

とから、将来、研究活動を継続するために必要となる一定の経費は確保されると思われる。

他方で、本プロジェクトで供与した機材の維持管理費については新たに予算を措置する必

要があるため、財政面の持続性は中程度である。 

 

（4）技術面  

本プロジェクトの研究成果は政策提言、研究提言によりエジプト国内で広く共有される

予定である。他方で研究機関内における、本プロジェクトにより習得した技術、分析技術、

機材の管理方法等について、プロジェクトに参加していなかった研究者に対する研究者へ

の共有は限定的であった。また、エジプト側は機材の運用及び維持管理に必要な人員及び

予算措置を講じる必要がある。そのため技術面の持続性は中程度である。 

なお、中間レビューで指摘のあった ET システムの仕組み、維持管理についての知識・

技術をもったエジプト側研究者の養成については、本邦における研修及び 2014 年 11 月に

エジプトで実施した研修により対応した。 

 

４－２ 結 論 

本プロジェクトは終了時評価時点においておおむね円滑に実施されており、高い妥当性、有効

性、インパクト、中程度の効率性、持続性がみられたと評価された。またプロジェクト目標は各

成果の満足できる達成度により、プロジェクト終了時点において達成されるものと評価される。

そのため、本評価団は本プロジェクトを予定どおり 2015 年 3 月で終了することが適当であると

結論づけられた。 
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第５章第５章第５章第５章    提言と教訓提言と教訓提言と教訓提言と教訓 

 

５－１ 提 言 

５－１－１ プロジェクト終了までにプロジェクトが対応すべき事項 

（1）完了していない活動の実施 

指標についてはおおむね達成しているが、一部終了していない研究活動についてプロジ

ェクト実施期間内に終了させる必要がある。具体的には、成果 4 における 2013、2014 年

のデータを基にした燃料作物 5 種類の最適灌漑水量、栽植密度の分析作業をプロジェクト

終了までに完了させることが必要である。 

 

（2）政策、研究提言の策定と提出 

研究成果を基に政策提言、研究提言を策定中である。プロジェクト終了までに、エジプ

ト側関係機関との協議を踏まえて提言を完成させ、エジプト側関係機関に提出することが

必要である。 

 

（3）供与機材の適切な配置に必要な手続きの実施 

プロジェクトが供与した研究機材について、使用用途を踏まえた適切な研究機関への配

置に必要な手続き（現状すべての機材がエジプト側研究代表機関である CU に登録されて

いるため、他機関で使用される機材について所有権の移転及び登録手続きを行うもの）を

完了させることが必要である。 

 

５－１－２ プロジェクト終了後にエジプト側が対応することが期待される事項 

（1）政策、研究提言の政策への反映 

・MWRI はプロジェクトが策定する政策提言をエジプトの新たな開発計画、セクターの開

発戦略に反映させるために必要な検討、手続きを実施することが必要である。 

・CU、ARC、NWRC はプロジェクトが提案した研究提言を研究計画・戦略に反映させ研

究を実施に移す検討、手続きを実施することが必要である。 

 

（2）研究の継続 

CU、ARC、NWRC は更に精緻かつ統計的にも有効なデータを収集し解析を可能にする

ために、フィールドにおける実験を継続することが必要である。 

 

（3）機材管理体制の強化 

CU、ARC、NWRC は機材の運営管理を担当する職員を任命するとともに十分な予算を

確保することが必要である。また、研究機関内においても機材を必要とする研究サイトに

おいて機材が活用できる措置を取ることが必要である。 

 

（4）研究成果の発信 

CU、ARC、NWRC は、論文、ジャーナル、学会発表等により可能な限り本プロジェク

トの研究成果を外部に発表することが必要である。このような成果の外部への発表に関し
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ては 3 機関が協調して実施することが必要である。 

 

５－１－３ プロジェクト終了後に日本側が対応することが期待される事項 

（1）エジプトと日本の研究機関間の連携の継続 

エジプト側の研究機関／研究者が研究を継続するにあたり、日本側研究機関／研究者が

可能な限り必要な支援を継続することが期待される。 

 

５－２ 教 訓 

1）本プロジェクトは、3 研究機関（CU、ARC、NWRC）をエジプト側実施機関として実施され

たため、実施機関間の調整に多大な労力を要した。効率的なプロジェクト運営管理のために、

日本人専門家（研究者）の長期派遣、エジプト側 3 研究機関からプロジェクト調整員を配置し

プロジェクトの調整を図る仕組みを構築するなどの対応が有効であったと思われる。 

2）本プロジェクトが扱う課題は広範な研究分野にわたっており、また研究成果を基に政策への

提言を行うにあたり、大学と関係省庁（農業土地開拓省、MWRI）傘下の研究 2 機関が連携して

共同研究を実施することは有効であった。エジプトにおいて複数の研究機関が同等な立場で連

携して共同研究を実施したのは本プロジェクトが初めてであり、共同研究を実施する体制とし

ての良いモデルとなった。 

3）評価指標の記述とプロジェクトの進捗との整合性 

本プロジェクトは、JICA の技術協力プロジェクト管理のための基本的なツールである PDM

の替わりに MP（上位目標、プロジェクト目標、成果及びそれらの指標を規定）及び Expected 

Output（4 研究分野ごとの研究活動を規定）を活用してプロジェクトの進捗を管理していた。し

かしながら、MP の成果及びその評価指標と、その成果を生み出す Expected Output に規定され

る 4 研究分野の各研究活動との間に必ずしも整合性がとれていない部分が見受けられ、各研究

分野の活動を各成果に結びつけ、簡潔にプロジェクトの成果を評価できない例がみられた。そ

のため、実際の研究 4 分野の研究活動と、それに対応する MP の成果及び評価指標を整理すべ

きであったと考えられる。 

PDM を作成しない場合においても、それに替わるログフレームはプロジェクト目標、成果、

活動の間の論理的な組み立てがなされるとともに、実際の活動もそのログフレームに沿って実

施されるように管理する必要があり、実際の活動と乖離する場合には速やかにログフレームと

の間の調整がなされることが望ましい。 
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第６章第６章第６章第６章    団団団団    長長長長    所所所所    感感感感 

 

エジプトはナイル川という豊富な水資源を有しており、近隣諸国が絶対的水不足の状況にある

ことと比較すると恵まれているが、この水資源も人口の増加によりいずれは水不足に陥ることは

容易に予想できる。本プロジェクトは、日本・エジプト両国の研究者により、この問題にどう対

応していくかの方策を示すことにある。 

本プロジェクトは、SATREPS の第 1 期案件の一つとして開始され、途中、エジプトの政変や東

日本大震災などの困難にも直面し活動の遅延も生じたが、双方の努力・工夫により挽回し、プロ

ジェクト終了までには所期の目標を達成する見込みである。以下に何点か所感を述べる。 

 

（1）実施体制 

まず、実施体制の特徴に触れると、本プロジェクトは水、土壌、作物など幅広い研究成果

をベースに、総合的な方策が示されることになっているため、エジプト側の C/P も CU、NWRC、

ARC の 3 機関にわたることとなった。これまで、日本も含めた援助国側とエジプト側の複数

の機関が一体となってプロジェクトを実施した例はほぼ皆無である。それほど縦割りの強い

エジプト社会において、このような体制での研究活動の実施は、単一 C/P に比して難易度が

高いものと考えられ、実際に先方 3 機関と日本側及び 3 機関同士の横の連携・調整のための

苦労も相当あったようである。そのような状況下、粘り強い対応でプロジェクトを成功に導

いた専門家をはじめとする関係者に敬意を表するとともに、このような形態での協力が可能

であることを示したことは、今後の協力を考えるうえでも大変意義のあることである。なお、

提言された事項を実施するためにも、活動がプロジェクト終了後に急に低下してしまうこと

がないようにしなければならず、今後も情報交換や共同研究などを通じてこの体制を維持し、

更に発展させることができるようにエジプト側の引き続きの努力を期待する。日本側研究機

関もプロジェクトによって築き上げたエジプト側研究機関との関係を維持し、今後も必要に

応じて支援を検討することが望ましい。 

また、日本側の専門家の体制としては、長期専門家は業務調整員 1 名のみであり、他の専

門家はシャトル型で日本・エジプト間を行き来する形態をとっている。今回の評価調査で感

じたことは、やはり、業務調整員一人では、他の日本人研究者が不在の際の対応が難しい場

面もあったように思われた。中間評価以降は専門家もできるだけ長期間エジプトに滞在して

共同研究を行う体制とするように努力したが、教訓にも述べたように、プロジェクト開始前

に研究者の長期専門家としての派遣も考えれば、より円滑なプロジェクト運営ができたので

はないかと考える。 

 

（2）社会実装に向けて 

SATREPS の意義の一つは、研究成果の社会実装とされている。本プロジェクトの成果に

ついては更なる追加実験が必要なものもあり、すべてがすぐに社会実装に結びつくわけでは

ない。しかし、例えば細溝灌漑は従来から一部の農民は使用していた方法であるが、本プロ

ジェクトによって定量的にその有効性が示され、今後は農家への普及も科学的な根拠に基づ

き進めていくことができるようになった意義は大きい。 

政策提言及び研究提言は、当初のプロジェクトの成果としては考えられていなかったが、
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エジプト側の発案により作成されることとなり、プロジェクトのインパクトとして大きいも

のとなった。この提言の先方政策への反映は政策レベルでの社会実装といえるものであり、

プロジェクト終了までに、現在のドラフトを最終化して先方政府へ提出したあとは、エジプ

ト側で、この提言を実際の政策・研究に反映させていく具体的な検討がなされることが必要

である。水資源・灌漑政策の責任官庁である MWRI の計画局長によれば、本提言は大変重要

であり、次期 NWRP へ反映させることにしたいとの発言があり、日本側にもその作成プロ

セスにかかわってほしい意向も示されたことから、今後は同省とより密なコンタクトを取り

つつ、本プロジェクトの成果のエジプト側政策への打ち込みをしていくことが望まれる。 

 

（3）上位目標の設定 

SATREPS ではプロジェクトの中身・性格を考慮し、上位目標は必ずしも設定する必要は

ないとしている。本プロジェクトは上位目標が設定されているが、さまざまな要素も関係し

て長期的に達成されるような目標となっていることや、指標が設定されていないことなど、

通常とはやや異なるものであったため、インパクト評価の整理に議論を要した。 SATREPS

においては、上位目標については無理に設定することはせずに、柔軟にプロジェクトフレー

ムを検討することも必要と考える。 

 



付付付付    属属属属    資資資資    料料料料    

 

１．マスタープラン和訳及びExpected Output 

 

２．M/M・合同評価報告書（英文）  

 

３．政策提言及び研究提言 

 

４．地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）プログラム  

研究課題別終了時評価報告書  
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